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全国さんま棒受網地域漁業復興プロジェクト漁業復興計画書

（宮城地区部会・大型）

1 漁業復興計画の目的
さんま棒受網漁業をとりまく環境は、依然不安定な状況が続き経営を圧迫している
のが現状で、特に大型船（総トン数100トン以上200トン未満）は、平成元年には217隻が

操業を行っていたが、平成26年度には53隻に減少している。
これは、さんま漁業を兼業していたまぐろ延縄漁業、鮭鱒流し網漁業、大目流し網

漁業等が、 200海里排他的経済水域の設定、燃油・資材の高騰、漁獲量の減少、魚価
の低迷、外国からの加工用原料の輸入等により採算性が悪化したことに加え、乗組員

の高齢化や漁船の高船齢化が経営を圧迫したことによる。

今現在も、漁船経営は依然厳しい環境下にあり、コスト削減を図り操業の安全確保
と乗組員確保・育成が最重要課題となっている。
また、三陸を拠点とするさんま漁船については、東日本大震災による大津波で、漁

船、漁具等に甚大な被害が生じ、特に、漂流して衝突を繰返したり、座礁・陸上打上

げして損傷した漁船のうち、修繕により操業に復帰したものの多くは、現在も船体や
キールの歪みによる振動や亀裂の発生、海水が流入したことによる腐食などのため、

船舶の能力が十分発揮できず不安定な航海を余儀なくされており、震災置後の、莫大

な修繕費や漁具購入費に加え、毎年、多額の修繕費が経営を圧迫しており、早期の代
船建造が望まれているものの、さんま漁船の建造コストは依然高止まりしている。

一方、主たる水揚地である三陸の漁港・市場においては、流通・加工部門の復興が

進められており、復興前の受入能力が完全には回復していないものの、関係者の努力
により徐々に震災前の水揚げ・販売能力を取り戻しつつあり、衛生管理の行き届いた

魚市場も、大船渡では完成済みで、気仙沼、女川でも 28年度中を目標に新市場の建

設が計画される等受入能力の着実な回復が大いに期待されている。
また、さんま漁船の乗組員は三陸出身者が多く、被災者の一部が現在も仮設住宅住

まいを余儀なくされる中、生活の基盤であるさんま漁業の経営安定は乗組員の生活を

安定させるためにも不可欠である。

こうした状況から、被災した漁船の代船建造が進まず、漁船の減少がさらに加速化

すると、水産物の安定供給のみならず、漁船漁業経営、乗組員の生活確保はもとより、
市場関係、流通、加工業者、製氷冷凍業等水産関連産業全般が衰退し、東日本大震災

からの復興が困難になると懸念される。

本復興計画に参加する 3隻は、三陸において、第六安洋丸が気仙沼港を、第六十八
花咲丸と第二源栄丸が女川港を主たる水揚げ地としており、これまで培ってきた、漁

船漁業経営のノウハワを活かし、熟練した乗組員による安定操業を実践しながら、省

エネ・省コスト機器の搭載、鮮度保持設備の導入、労働環境の改善にも取組んだ新た

な改革船（本計画で新造する船舶を「改革船Jという。以下同じ。）を建造し、これら
の水揚地域を中心に三陸全体の水産業の早期復興に貢献し、地域の大きな期待と後押

しを受けて震災復興船としての経営再建を目指す。
なお、代船建造費用の高騰を受けて、全国さんま棒受網地域漁業復興プロジェクト

協議会では、平成 26年度に「さんま漁船の統一船型等調査研究会」を設置し、船価

低減に向けた方策を取りまとめたところであるが、本復興計画では、同研究会の趣旨

に沿って、漁船建造コストの低減にも新たに取り組んでいる。



2 地域の概要

( 1 ）女川町

女川町は、宮城県の東端牡鹿半島頚部にあり、北から南東にかけては石巻市に接し、

太平洋に面した女川湾を囲むように位置しており、気候は海洋性気候のため比較的寒

暖の差が少ないのが特徴である。

沿岸部ではホタテ、カキ、ギンザケなどの養殖業のほか、ワニ、アワピなどの採介

漁業、定置網漁業が行なわれている。

また、沖合には世界有数の好漁場である三陸漁場が広がり、さんま棒受網漁業、い

かつり漁業などが行われており、水揚墓地となっている女川魚市場には、サンマ、サ

ケ、ツノナシオキアミなどの四季折々の水産物が水揚げされ、震災前平成22年度は、

数量で57,328トン、水揚金額では、 7,691百万円となっていて、水産業は女川町の基幹

産業となっている。なお、震災前5年（平成18年～22年）のサンマ水揚量は平均3.7 

万トン、水揚金額は平均約 26億円で、水揚げの中心であった。このことから、平成

22年には40事業者の水産加工場が稼働していた。

しかしながら、平成23年3月11日に発生した東日本大震災では、町全体が壊滅的

な被害を受け、漁港、市場、加工、製氷冷凍などの水産関連施設も甚大な被害を受け

た。

震災後は水産業関連施設の復旧が進められ、町内の漁港については、嵩上げ工事等

の遅れもあるが、被災岸壁延長のうち、約7割が復旧した。
市場関係では、今後の水産物の高度衛生管理に対応した閉鎖型荷捌場を有する新し

い女川町魚市場の再整備が計画され、平成 28年度中の完成を目指している。現在、

水産関連施設の製氷施設で 190トン／日産（震災前 262トシ）、貯氷施設 1,853トン（震災前

5,880リ、冷凍・冷蔵22,521トン（震災前53,919 ＇~）、水産、鮮魚加工場等仮稼働も含
め町内で約27事業者が稼働し、漁船漁業の受入体制も進み復興に向け取組んでいる。

こうした中、サンマの受入体制も徐々に回復し、平成26年の魚市場の水揚量55,704 

トン（うちサンマ 24,056トン）、水揚金額8,877百万円（うちサンマ 2,328百万円）

となっており、さらなる水揚げ増が期待されている。

震災後多数の漁船漁業・養殖業者が廃業するなど、水産業の復興の停滞が懸念され

ている状況下で、水産関連施設の整備が進められており、改革船を導入してこれら施

設を最大限に活用し、生鮮サンマの水揚と加工、流通で地域全体を早期復興させるこ

とが重要な課題となっている。

女川魚市場の水揚げ状況 （数量はトン、金額は百万円）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

水揚量 60,906 21,945 43, 411 48,384 55, 704 

うちサンマ 23,061 7,803 15,953 12,398 24,056 

（%） 37.9国 35.6出 36. 7幅 25.6目 43.2同

水揚金額 7,906 1, 762 4,392 7, 546 8,877 

うちサンマ 2,696 734 1, 154 1,867 2, 328 

（%） 34. 1目 41. 7目 26.3国 24. 7出 26.2目
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( 2）気仙沼市

気仙沼は、宮城県の北東部に位置し、三陸沖の好潟、場を控え、港口にある大島が天然の
防波堤となる波静かな天然の良港として、江戸末期にはかつお・まぐろ・いか漁業等が行

われていた。その後、昭和 44年には全国の漁船が利用する特定第三種漁港に指定され、
以来、遠洋・沖合漁業、特にかつお・まぐろ漁業、さんま漁業の根拠地として発展してき

た。
気仙沼市魚市場の水揚は、震災前は、 200億円前後で推移し、水産加工金額は、 400億
円台で加工品目別（金額ベース）では冷凍加工品（51%）、調味加工品（31%）、缶詰（8%)
が上位に並ぶ。冷凍加工品で数量的に多いのはサンマ、金額で多いのはカツオで、この2
魚種が中心となっていた。水揚げされる魚は、水産加工業（食品製造業）・冷凍冷蔵業、
さらに漁業関連の企業へと繋がり、水産関連業は圏域経済の約 8害rjを形成していると言
われていた。水揚げされる、カツオ、サンマ、カジキ類、サメ類は、業界が一丸となって
ブランド化の推進にも取り組んできた。

しかしながら、平成23年3月 11日に発生した、東日本大震災に伴う大津波により、
魚市場をはじめ、地域全体の地盤沈下、津波による漁船の打上げ、水産加工業、造船、鍛

工業などが甚大な被害を受けたことにより、一時的に漁港機能が停止した。
その後、陸上に打ち上げられた漁船の撤去や魚市場荷捌き場の嵩上げ等による仮復旧

により、気仙沼市魚市場はカツオ、サンマと順次受入を再開し、盛漁期を避けるなど工夫

しながら岸壁や荷捌きの嵩上げを行い、震災から 3年後の平成26年5月に完全復旧した
が、魚市場水揚量は震災前の平成22年の 99万トンを 100%とすると、平成26年は81
万トンと 82%であり、さらなる復旧が必要である。サンマについては、震災前5年平均
で約 3.2万トンの水揚げ量だったが、平成26年は2.7万トンで今後、市場受け入れ態勢

の強化に伴うさらなる水揚増が期待されている。
こうした状況の下、復興の遅れは気仙沼市の衰退を招く恐れがあり、このため自然の恵

みや集積した技術など気仙沼ならではの資源を活用し、従来の産業再生にとどまらず持
続的な経済成長を成し遂げるために、改革船の導入による魚市場への水揚げ促進は喫緊

の課題となっている。

気仙沼魚市場の水揚状況 （数量はトン、金額は百万円）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

水揚量 98,531 28, 602 58, 511 64,934 80,834 

うちサンマ 25,022 5, 634 15, 118 10,939 27,218 

（%） 25. 4＇同 19. 7目 25.8日 16.8目 33. 7同

水揚金額 21,588 8,381 14, 255 16,036 17,420 

うちサンマ 2, 764 537 1, 053 1,694 2,659 

（%） 12.8目 6.4首 7. 4＇出 10.6目 15.3出
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3.計画内容

( 1 ）参加者名簿

①全さんま地域漁業復興プロジェクト協議会

所 属 機 関 名 役 職 氏 名

国立研究開発法人水産総合研究センター
センター長 上野康弘

水産工学研究所漁業生産工学部

国立研究開発法人水産総合研究センタ｝
所長 福田安男

開発調査センター

（一社）漁業情報サーピスセンター 専務理事 為石日出生

日本の水産業元気化プロジェクトチーム コーディネータ｝ イ田 朋紀

側日；本政策金融公庫農林水産事業本部
営業推進部林業水産営

野頭賢一
業グJトプ グjトプトグー

東京海洋大学 准教授 演回武士

国立研究開発法人水産総合研究センター 漁村振興グループ
三谷卓美

中央水産研究所経営経済研究センター 主幹研究員

（一社）全国漁業無線協会 専務理事 矢野京次

全国さんま棒受網漁業協同組合 組合長 八木田和浩

全国さんま棒受網漁業協同組合 副組合長 小杉和美

② 宮城地区部会（大型）

所 属 機 関 名 役 1践 氏 名

宮城県農林水産部
技術参事兼水産業振興

小林徳光
課長

女川町産業振興課 課長 阿部敏彦

（株）女川｜魚市場 専務 加藤 賓

女川魚市場寅受人協同組合 理事長 高橋孝信

（株）石森商店 社長 石森洋悦

気仙沼市 産業部水産課長 鈴木 誠

気仙沼漁業協同組合 代表理事組合長 佐藤亮輔

気仙沼製氷冷凍業協同組合 副理事長 阿部泰治

協同水産（株） 代表取締役 山田 隆男

全日本海員組合東北地方支部 支部長 高橋雅幸

（株）日本政策金融公庫仙台支店 林業水産課長 鈴木稔久

全国さんま棒受網漁業協同組合 副組合長 渡辺丹治

全国さんま棒受網漁業協同組合 理事 阿部菊男

( 2）復興のコンセプト

平成 23年 3月 11日に発生した東日本大震災の津波により、気仙沼港にて係留中

だった第六安洋丸及び第六十人花咲丸は、岸壁・瓦磯等に衝突を繰り返しながら漂流

し、第六安洋丸は陸上に打ち上げられ、第六十八花咲丸は浅瀬に座礁した後、火災に

巻き込まれた。また、同日、八戸港にて係留中だった第二源築丸は、岸壁・瓦穣等に

衝突を繰り返しながら漂流し自社船に回収された（なお、同じ場所にあった同社所有

のイカ釣り船7隻は陸上打上げ等により大破した）。
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また、船体のみならず、漁具、漁携機械などさんま漁業関係資材の損失、乗組員の

被災なども発生し、経営にきわめて深刻な影響が発生した。
震災直後、いずれの船主も修繕して出漁することとし、サルベージ、修繕等を緊急

に行つてなんとか23年漁期開始に間に合わせたが、その後も、震災時の船体ダメー

ジが残り、船体の歪みによる振動や亀裂、漏水による腐食などにより機関・機器の故

障が繰り返されることで、毎年多大の修理費用が発生して経営を圧迫している。

また、漁期中にも不具合が発生して修理を行わざるを得なくなり、操業の機会を失

ったり、全速航行できないことで他船に比べてスピードが出せず、市場への到着が遅

いため魚価が下がるなどハンデ‘イキャプを抱えながらの経営を余儀なくされている。

今後もこのような状況が続けば、漁業経営が立ちいかなくなることが明白であるこ

とから、これら船主は、前述の「さんま漁船の統一船型等調査研究会」に積極的に参

加し、造船所と相談しながら、同一船型船の建造や機関・機器等の共通スペック化・

共同発注等を具体的に検討してきており、低コストで改革船を代船建造し、初期投資

を抑えて収益性の改善を図ろうとするものである。
また、これまでの共同利用事業等改革船のノウハウを活用しながら新たな改革船で

も省エネ・省コスト、乗組員の安全就労、高鮮度化による付加価値の向上等による経

営改善を目指し、被災した乗組員の生活基盤の安定にも寄与していくこととしている。

さらに、現在整備中の新魚市場が完成するなど復興の推進に併せて、受入体制の整

備に伴うサンマ需要に的確に応えるため、本プロジェクトにより地元地域と一体とな

った漁業の維持・発展を目指し、女川町、気仙沼市の復興と地域活性化に貢献してい

くこととしたい。

0 被災状況

船 名 第六安洋丸 第一源祭丸 第六十八花咲丸

－津波で湾内を漂流し岸 ・津波で湾内を漂流し岸 ・隣浜浅瀬に座礁・火災
壁から 300m位山側の陸上 壁、他船・瓦磯との衝突で －船体は、船底穴あき、
に打ち上げ 損傷 外板んが、舵板、 7'p'¥' 

・船体は、船底部、船側外 ・船体は、船底F寸レ、 B¥V外 二重デ沖、FOLDJYク他損

板部が破口、凹損多数。舵板、手摺損傷cfイ抑室、友伝 L
主な被災内容 板版舵軸に曲損、甲板部の 囲、配管、マストを損傷。 －払員室、救命筏、冷凍

機器破損流出 ・機関部は、主機・補機検 機、操舵機、魚探、 Yナー、

・機関部は、主機関、補機 査整備のため倉庫保管中 無線航海計器他損傷
発電機、各ポンプ等損傷 の部品が一部冠水 －機関室の60～70%浸
・甲板部は、ウインド'jJ,、サイド ．甲板部の機器破損 水、主機関、補機発電
トト、各ホ・1ト等損傷 ・漁具類一部流出 機、阻電盤、各ポンプ関
－漁具類全部流出 ・なお、同社所属のイカ釣 係、各モーター損傷

り船は7隻が大破・廃船 ・甲板部はりイント，'jJ,、船首

• 16名全員が家屋倒壊 船尾マスト他損傷
乗組員 流失等何らかの被災船 －船員 17名中 16名が家 ・岩手、宮城に在住する 8

員l名が津波により死亡 被屋倒災壊・流失等何らかの 名の船員が家屋倒壊・流
失等何らかの被災

・船体の振動、機関関 －船体、キルの歪みで

係、航海計器、ソナー等 抵抗が増し機
の不具合が依然発生 ・震災時の衝突等の影響 度が上 、ロへ関排気E温野

船の現況 ・入浴時等に修理を繰り で各部に故障が発生し、 響 昇。部聞の山知

返し、膨大な費用が発生 修理を繰り返している ・機関室の振動増大で機
．休漁期間中も自社担当 －現在、全速航行ができ 器に悪影響
技師、機関長らが自ら調 ない状況 ・浸水の影響で見えない
整修理を行っているノ 部分が腐食、機関部以外

は配線を替えず不安
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（第六安洋丸）

陸上乗り上げ

クレーンで引き上げ

（第六十八花咲丸）

浅瀬に座礁・火災発生

着岸（左舷）

陸上乗り上げ

海へ降ろす

港に曳航中

上架中（右舷）
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修繕中

自社のいか釣船7隻が陸上乗上げ

7 



［生産に関する事項］
ア．同一船型船の共同建造
造船所ごとに共通設計図を使用した同一船型船を建造する、機関・機器等の仕様・

型式を統一し、共同発注・共同購入することで、建造コスト低減を図る。

イ 省エネ・省コスト型漁船の導入による収益性の向上
船首甲板上にサイドロ ラーと上甲板上にミニボーノレロ ラーを設置し乗組員の

過重労働の軽減と省力化を図る。
LED魚灯、プロペラ効率向上装置、省エネ型動力システム、省エネ船型の導入によ
りランニング、コスト削減を図る。

・ 船上箱詰め（大型魚主体）及び船上凍結（ブロック凍結）により、高品質維持と付加価
値の向上を図る。

ウ．漁船の安全性の確保と労働環境の向上

LED魚灯を採用し、危険な洋上での電球交換を無くし、乗組員の作業の安全性を確保
するとともに、居住区等の労働環境の改善により就業者の確保・育成を図る。
船型については国の安全基準に準拠し、漁船の安全性を確保するとともに、漁船内
の居住空間の拡大改善、トイレ・シャワー・洗濯機の充実等の労働環境の向上を図る。
操業時における転落防止など海難防止対策が最重要課題であるため、改革船では船
型の改良により荒天時においても安全な航行、操業が可能となり事故防止を図る。
AI Sを設置、居眠り防止装置・レーダーには衝突予防警報装置も設置し事故防止を
図る。

エ．高鮮度による付加価値向上及び衛生管理対策
魚鎗は鋼材で錆が発生し易い状態であるため、改革船では防錆効果が高い塗料を使

用する。又、冷却海水を生産できる冷凍装置及び海水クーラーを設置し、冷海水を常時

20トン以上保持し、生鮮さんまの鮮度維持を図る。

海水殺菌装置を導入し、さんまの鮮度保持の向上を図り、より安心安全な漁獲物を
消費者へ提供する。

オ．資源及び環境への配慮

TAC制度に基づく資源管理を徹底するとともに、資源管理計画に基づく自主休漁や

水揚回数制限等を実施する。

［流通販売に関する事項］
ア．サンマの生産と流通

既存のサンマ需要は、生鮮食品用途や冷凍加工向け用途が中心であるが、大型船の

特性を活かし、船上発泡箱詰、船上凍結箱詰など加工、流通業と連携した販売に取り

組むことにより、地域水産業の発展とサンマの消費拡大を図る。

イ．女川町、気仙沼市の活性化

女川町及び気仙沼市については、全国有数のサンマ水揚基地であることや高度衛生
管理に対応した新市場を建設中であること、また輸出も視野に入れた水産加工場が立

地していることを踏まえ、サンマの生産・販売流通体制を再検討することで、流通販

路拡大等を図りながら地域の活性化につなげる。

8 



(3）復興の職Eみ内容

大事項 中事項 各船の状況と課題 取組記号・聯且内容 見込まれる効果（数船
効果
の根拠

糊f)建造コストが高騰しており、
共通設計図を使用し、同一船型船 設計費用の縮減、購入先メーカーへの共同発注等

漁船建造コ を建造する。

ストの削減
単独の発注では、価格が高額に A 

により、漁島躍造コストが削減できる t造船所か
参考4

なる。 機関・機器等の仕様を統一し、共 らの聞き取りによれば、動て4千万円の効果）。

l間発注・共同購入する。

従来賓謹であり、燃費が悪く省エ l省エネ船型の闘により蹴を軽減
生

ネの必要がある。 する。

産
固定ピッチプロペラによる推進

より効率的な推進を確保する。
船型改良、大口径回定プロペラ、低i燃費型機関、
滅劇毒lLED魚灯、補機削減により水揚を三陸各

燃油使用量 通常出力の主機関と複数の補機
t帯港中心で操業した場合、従潟給と比較しお幅な

の削減 が分散配置で、船体の動力負荷パ B 大劉機の採用により動力負荷を平準 燃油使用量の削減が図られる。 参考5

ランスが悪いのと鱗装に係る経 イとする。 －第六安洋丸は17.5%の削減

関 費負担が増士一 －第二源栄丸は17.4%の削減

一部又は全部の魚灯にLEDを使用 ｜引き続き電力消費量の少ない凹魚
－第六十八初栄丸は18.4%の自l臓

す
し、操業時の電力消費量の削減を 灯の採用により燃油消費量の削減を

co 

る
図っている。 図る。

引き続き回D魚灯を採用し、消費電
魚灯の消費電力を抑制する。

事 LED魚灯の使用で消費電力を抑制 カを他の改革船以内にする（面丘に
・第六安洋丸は175.6kW→58.4kW 

することが必要である。 建造した第二十一三笠丸は 58.4k
－第二源議丸は56.0lkW→56.0lkW

項 W）。
－第六十八花咲丸は47.6kW・→54.6kW

維持管理コ
備の大型化に伴う竿埠訪日による閣の

ストの自l臓
c 参考6

維持管理コストの削減と軽労化が図られる。

主機関、補機及。消携機器の維持
主総柑轍及び漁勝機器の菊潜のた 主撒補機及。電車強機器の維持管理コストを

管理費が多額である。
め維持管理費のコストの削減を図 －第六安洋丸は31,168千円／年の削減
る。 －第二源栄丸は30,081千円／年の自lj減

－第六十人招自宅丸は21,856千円／年の削減



大事項 中事項 制抑制兄と課題 取組記号・職E内容 見込まれる効果徴船
効果

の根拠

1箇所のパラストタンクと機械室 i欄憧から借問なおスト
によるパルプ、操作による燃料移

タンクの設置と機関場内の軽量の魚 大幅な低重心となり、復原性の改善により安全性

漁船の安全 送によりパラスト調整を実肱
灯用発電機搭載主機関を低重化す の向上が図られる

性確2保 D る。 参考7

旧来の復原性基準を適用。 改正復原性の基準を適用する。 復元性能を改善し、 C係数基準に適合させる。

生 労働環境が改善されることで、買部E員の健康管理
複数寝台の設置で、プライベート 複数痕台は引戸を設置してプライベ の改善、労働意欲の向上、又将来の担い手の確保

産
労働環境の

空間がなく乗組員の労働環境の ｝ト空間を確保、全居住区に空調設 が図られる。各船とも、

向上
改善の必要があった。又、軸流フ 備を設置する。 －居住区高さ 1. 80～1. 85m 

アンによる通風で空調機能が悪 室内高さ、寝台をI!JO基準に準拠さ ・寝室面積 1. 50 rrf／人以上
し、。 せ、居住環境町寅を拡張する。 －寝台寸法 l.90m×0.68m 

..... 関 －居住環境面積 44.65 rrf 
Cコ 従来型減速機と人力による網揚

省力機械の増設（サイトaトデ・ミコザサ
す iデ判勢鋪助であり、過重労働であ

E ローラー）による軽労化を図る。 参考8
った。

る LED魚止Tを使用し剰損の労働燥 I LED魚財閥し剰員の労働賭 洋上操業中の乗組員の安全確保と作業上の軽量
労働環境の 境の改善と安全面に耳鳴：し九 の改善と安全を確保する。 化と作業分担を実施し、作業を効率化する。

事
向上（軽労

補機3台の維持管理作業が必要で 補機台数削減による維持管理作業を化）
あった。 削減する。

項
漁船の老朽化、漁場遠日開七による
航海時間の増大により、剰E員の

乗組員の官欲向上と健康管理及。港島、手確保が

労働環埠雫批を臆念していた。
のための自主休漁を実指する。 図られる。

TAC制度に基づく資源管理の遵
資源及。潔 守、資源管理計画に基づく自主的

F 出断克実指する。 サンマ資源の維持・回復が図られる。 参考9
境への配慮 資源管理措置（自主休漁、水揚げ

回数制限等）を実施する。



~ 

~ 

大事噴

流通

~i 

量雲に早主項

中事項

高付加価値
さんまの生
産

生産段階に
おける衛生
管理

高付加価値
さんまの流

通

流通段階に
おける衛生
管理

地域社会へ

の働きかけ

各船の状況と課題

魚体別の分知jでなく、生鮮用サン
マ、加工用サンマとして供給して
いた。

沖合の海水と水道水でサンマを

保存している。

鋼板製町魚般のため、材質から衛
生面に問題が考えられる。

老朽化した荷捌き施設での水揚
であり、衛生管理及。潔境等の謀
題がある。

震災前のサンマ水揚げ量が回復

していなし、。

取組記号・取組内熔 見込まれる効果徽値〉
効果
の根拠

漁期に合わせた操業体制を確立し、 通常の生鮮サンマの供給だけはなく、船上箱詰に
側昔との情報を共有しながら、市場 よる高鮮度化品の供給と漁獲物の安定供給で経
との連携でサンマの船上箱詰 θ哩 営の安定を目指す。 参考
GI成魚）と中・小魚体を中心としたブ －第六安洋丸：箱詰300箱，プロック凍結400箱 10 

ロック凍結を生産し、加工流通にお －第二源栄丸：箱詰500箱，アロック凍結1,500箱
ける舵語、部墓化を図る。 －第六：｝＼.花咲丸：箱詰490箱，アロ妙凍結l,000箱

海水殺菌装置によってより安心安全な漁獲物を 参考
度保持の向上を図る。 提倹する。 11 

I 防錆効果の高い塗装を使用し、衛生 高度衛生管理による漁獲物の付加価値向上につ 参考

面を考慮する。 ながる。 12 

高度衛生管理に対応した、新しい魚
生産から加工・措置において継ぎ目なく衛生管理 参考

J 市場方署備され、ハード・ソフト面
で工夫し、衛生管理を図る。

されわk産物の尚古が可能となる。 13 

K 水揚機能の回復に併せて、女川港、 サンマの水揚げの増加を通じて、慌邑・加工等関

気仙沼港を中心に需要にマッチした 連産業の業績1回復に貢献し、女J11、気仙沼地域の
サンマ水揚げを確保する。 復興と地脚部封七に貢献する。



(4）復興の制邸内容と支援措置の活用との関係

I ①がんばる漁業復興支援事業
・取組記号 ・参考資料A～K
・事業実施者 ・ 気仙沼漁業協同組合

・熱情業者 ・ （株）真高存者業

－船 名・第00安洋丸抹定刻
・払淵j所有者 ・ （槻真高漁業

・総トン数 ・ 199rY 

・実施年度 ・ 平成28年度～平成32年度のうち3年間

－当該船舶は、ロシア海成道東沖及びi三l陸！沖で大型さんま棒郵岡漁業を行い、三陸では主に気仙
沼港に水揚を行っている。

②そ¢他関連する支援措置

取組 支援措置、
復興の聯E内容との関係

事業実施者
実施年度

記号 制度資金名 （借受者）

日本政策金

融公庫資金 全国さんま棒闘将漁業協同組合が取
（株）真高漁業

A～K （漁業経営 り組むがんばる漁業復興支援事業の 平成28年度

改善支援資 実焔のための船舶建造に係る資金
第00安洋丸

封
エネノレギ｝

（一也環境共倉Lイニシアチプ、が実
使用合理化

指する省エネ設備・システム導入を
（；槻真高漁業

平成28年度
等事業者支

支援する事業に申請中
第oc安洋丸

援補助金

※ 当該船舶は ri.目的jにある来日本大震災の津波により被災した船舶であっ
て、地域の漁業活性化上重要なものである。

II ①がんばる漁業復興支援事業

－取組記号 ・参考資料A～K
・事業実施者 ・ 全国さんま棒受網漁業協同組合

・鞠端業者 ・ （株）ヤマツ谷地商店

・船 名・第00源栄丸抹定芦L)
・醐断有者 ・ （槻ヤマツ谷地商店

・総トン数 ・ 199トン
－実施年度 ・ 平成28年度～平成32年度のうち3年間

－当該糊齢、ロシア海域入道東沖及びi三l陸沖で大型さんま棒謝融業を行い、三陸では主に女Jil
港に水揚を行っている。

②その他関連する支援措置

取組 実援措置、
復興の取点的容との関係

事業実施者
実施年度

記号 制度資金名 （借浸者）

日本政策金

融公庫資金 全国さんま棒郵骨漁業協同組合が取 （株）ヤマツ谷地

A～K （漁業経営 り組むがんばる漁業復興支援事業の 商店 平成28年度

改善支援資 実施のための船長候お査に係る資金 第00源祭丸
針

エネルギー
（一干却環境共息U－イニシアチプ、が実 （株）ヤマツ谷地

使用合理化
施する省エネ設備・システム導入を 商店 平成28年度

等事業者支

援補助金
支援する事業に申請中 第00源栄丸

※ 当該船舶は「1.目的」にある東日本大震災の津波により被災した船舶であっ
て、地域の漁業活性化上重要なものである。
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m ①がんばる漁業復興支援事業
－取組記号 ・参考資料A～K
－事業実施者 ・ 全国さんま棒受網神業協同組合

・契約漁業者 ・ 幸運神業（株）

・船 名・第00花咲丸（未定丸）
・船舶所有者 ・ 幸運神業（株）

・総トン数 ・ 199トン
・実施年度 ・ 平成28年度～平成32年度のうち3年間
－当該船舶は、ロシア海或、道東沖及び三陸沖でブ型さんま棒受網漁業を行い、三陸では主に女）11 

港に水揚を行っている。

② その他関連する支援措置

取組 支援措置、
復興の取組内容との関係

事業実施者
実施年度

記号 制度資金名 （借受者）

日本政策金

融公庫資金 全国さんま棒受網神業協同組合が取
幸運漁業 （株）

A～K （漁業経営 り組むがんばる漁業復興支援事業の
第00花咲丸

平成28年度

改善支援資 実施のための制鍵造に係る資金

剣

エネノレギー
（一泊環境共創イニシアチプが実

使用合理化
施する省エネ設備・システム導入を

幸運漁業 （株）
平成28年度

等事業者支 第00花咲丸
援補助金

支援する事業に申請中

※ 当該船舶は 「1.目的jにある東日本大震災の津波により被災した船舶であっ

て、地域の漁業活性化上重要なものである。

(5）取組みのスケジュール

①漁業復興計画工程表 （（株）真高漁業、幸運祷業（株）、 （株）ヤマツ谷地商店とも同じ）

(Aは28年度まで）

年 度 (H27) H28 H29 i H30 I H31 H32 
A 漁船建造コスト削減 ーーーーー ー，， ．． ， 

B燃油使用量の比較 ・・ー ・・ ・・・ー・“・・ ーー 時固い，一一 一，v

C維持管珪同の削減 戸.......ーー．・ー・・ー・ーーーーーー ー山田・・・・H，山 一，v

D漁船の安全性の確保 ....，，，ー，，，........ ・・・・・・・・．． ， ． ．．－ ‘ ， 

E労働環境の向上 ・．一，，

F資源への配慮 ， 

G高付加価値さんまの生産 一，，

H生産段階における衛生管理 ~ 

I 「，

I高付加耐直さんまの溺邑 ..... 

J術直段階における衛生管理 一，v

K 地樹全会への働きかけ
．‘ ー，F

その他 毎年進捗状況を確認し、必要に応じて計画変更を検討する
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②復興の聯Eによる波及効果
経営環境が厳しい状況にあるさんま棒受網漁業において健全な漁業経営を実践
する。又、衛生管理体制の浸透により、衛生管理に対する産地の意識の向上が図
られ、将来に渡って水産物の安定供給につながる。
サンマを素材とした高付加価値製品の開発により、サンマ低消費圏における消
費拡大に取り組むことにより、地元の飲食業者、加工業者、冷蔵庫等の関連産業
全体の活性化が期待され、さらに地元地域経済への貢献と活性化が期待される。
省エネ、省コスト型の漁船導入により、 CO＇排出量の削減やオゾン層の破壊の
防止等、環境改善効果が期待できる。
燃料費の削減、高付加価値サンマの生産等により収益性の向上が図られるとと
もに、居住環境の改善により、労働環境が改善され、人材・雇用の確保と後継者の
育成が促進されて地域の活性化に大きな役割を果たす。

4 漁業経営の展望
我が国漁船漁業は、船齢の高齢化に伴う修繕費の滑大、燃油や漁携資材等の高騰、不
安定な資源状況や慢性的な魚価安、担い手の不足等厳しい漁業経営が強いられている中
で、安定的に鮮魚を消費者に提供するという重要な役割を担っている。
このような状況を踏まえ、本復興計画では、漁船漁業の構造改革を推進するため、同
一船型船の建造による漁船建造コストの削減、省エネや省力化による収益性の改善、労
働環境の改善、安全性の確保による就業者の確保、育成、衛生管理の向上や高鮮度化に
よる付加価値向上等により、高付加価値型の漁業に取組み、健全で持続的なさんま棒受
網漁業の経営を目指すものである。
また、流通販売面ではサンマ低消費圏をはじめとして魚食普及活動を進め、消費者へ
より新鮮で安全・安心なサンマを供給することを基本におき、産地市場と連携を図りな
がら付加価値を高めたブランド化製品の生産、出荷に取組み、将来にわたる安定した漁
業経営と収益性の改善につながることが期待される。改革の要点を次のとおり。

( 1 ）同一船型船の建造
造船所ごとに共通設計図を使用した同一船型船を建造するとともに、機関・機器等の仕
様・型式を統一し、共同発注・共同購入することで、漁船建造コストの低減を図る。

( 2）省エネ・省カ化
改革船は、省エネ船型、大口径プロペラ、 LED魚灯、低燃費型主機及び発電機の導
など総合的に省エネを図ると共に漁業収益性の改善による経営の安定化を図る。

( 3）労働環境の改善・安全性の確保
従来船は、乗組員の寝室などの居住空間が十分とはいえない状況にあることから、
改革船は居住空間を拡充する。経労化設備の場設居住区への空調設備の設置等によ
る労働環境の改善を図る。労働環境の改善、安全性の確保による就労者の確保・育成
を図る。

( 4）高鮮度化による付加価値向上
改革船では錆の発生しない加工を施した銅製魚姶を使用するほか、海水殺菌装置
の使用や魚鎗内の温度管理の適正化による鮮度保持に努め、これらによる付加価値向
上による漁業収益性の改善を図る。また、付加価値を持った、船上箱詰サンマ及び船
上凍結サンマの生産を行う。

( 5）流通販売
消費者へのより新鮮で安全・安心なサンマ供給と、産地市場等と連携して付加価値
を高めたブランド化製品の出荷により、経営の安定化を図る。
また、高度衛生管理に対応した魚市場の完成以降は、市場関係者や流通関係者と
連携し、生産から流通まで一貫した衛生管理に取り組む。
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以上の取組により、本漁業は省エネ・省力化、労働環境の改善ならびに安全性の確
保、冷凍設備の充実、低コスト・高付加価値型の漁業の確立を図り、持続可能なさんま
棒受網漁業となる。
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くさんま棒受網漁業＞

(1）収益性改善の目標悌六安洋丸）

（単位：水揚量はt、その他は千円）

第六安洋 第六安洋
復興 復興 復興 復興 復興

丸 丸
(199t) (199t) 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目
震災前 震災後

収入

水揚量 2,840 2, 801 2, 720 2, 720 2, 720 2, 720 2, 720 

水揚高 381, 985 336,002 346,307 346,307 346,307 346,307 346,307 

支出

人件費 135,640 119, 015 127, 061 127,061 127,061 127,061 127, 061 

燃料費 41,480 50, 761 39,602 39,602 39,602 39,602 39,602 

修繕費 23, 725 61, 009 20, 520 20,520 20,520 20,520 20, 520 

漁具費 8,296 9, 0~2 8,826 8, 826 8, 82！う 8,826 8,826 

保険料 6,050 4, 985 6, 400 5,400 4,3CO 5, oco 4,800 

公租公課 。 。 。 1, 963 1,520 1, 176 910 

借入金利4息 。 。15, 300 14,022 12, 744 11, 466 10, 188 
販売手数料 19,099 16,800 17, 315 17, 315 17, 315 17, 315 17, 315 

その他経費 14,989 17, 709 22, 145 22,145 22, 145 22, 145 22, 145 

一般管理費 16, 733 34, 912 30, 367 30, 367 30, 367 30, 367 30, 367 

支出恰言十 266,012 314, 193 287,536 287,221 284,408 283,478 281, 734 

償却前利益 115,973 21,809 58, 771 59,086 61, 907 62,829 64,573 

※第六安洋丸は平成22年から着業、震災前は平成22年度のみ、震災後は平成24・25・26年度の実績

平均値

(2）次世イ切晶造の見通し

償去閥解l溢 次世：｛-u'd建造 船価
XI までの年数 ＞ 

61,433千円 25年 896,400千円

※償却育相l益は、復興l～5年目の平均値とした。
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くさんま棒受網漁業 199t型復興計画 経費算出基礎資料〉

【収入1
・航海数
全さんまの自主的な資源管理措置により、水揚回数が 25年以降大きく減少している
ことから、第六安洋丸の平成 25年（32回）・26年（36回）の水揚回数を参考とし、本
計画の航海数を 34固とした。

・船上加工作業・・・時化及び労働環境等を考慮し、航海数の 30%とした。
－船上箱詰（8～9月分、 3航海を想定）
3航海×100箱＝300箱

・ブロック凍結（9～12月 4航海を想定）
4航海×100箱＝400箱

なお、市場の動向を見ながら魚姶氷造製品の収益性が高いと判断した場合は、生産
方法を適宜調整することとする。

・水揚数量
「共同利用漁船等復旧支援対策事業J及び「がんばる漁業復興支援事業jにより新造
された改革船（「共同利用事業等改革船」という。以下同じ。）の 25年（64トン（極端
な不漁年））・26年（92トン）の水揚数量を参考とし、水揚数量を 80トンと設定した。 （第
六安洋丸の 25・26年の1航海当たりの平均水揚量は 78トン）

水揚数量 80トン×34航海＝2,720トンで試算

内訳

①船上箱詰 3航海 × 100箱 × 4 kg／箱 1. 2トン

②ブロック凍結 4航海 × 100箱 × 7. 5 kg／箱 3.00 トン

③魚始氷造 2,720 トン 4.20トン（箱詰・凍結） = 2, 715. 80トン

・製品の平均単価
①船上箱詰 1, 250円／箱
②ブロック凍結 1, 750円／箱
③魚姶保管鮮魚 127. 12円／kg
※①、②は平成26年度の実績を参考に設定した。

312.5円／kg
233.3円／kg

※③は直近の5中3の平均魚価（127. 12円）を参考単価とした。

+1.k揚高

項 目 金 額（千円）

①船上箱詰 300箱 × 1,250円／箱（4kg入） 375千円

②ブロック凍結 400箱 × 1, 750円／籍（7.5kg入） 700千円

③始鮮魚販売 2, 715.80トン × 127. 12円／kg = 345, 232千円

計 2, 720トン 346,307千円
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【支出］

＠人件費（17名） ・・・①
第六安洋丸（199トン）は、 17名体制で操業している。改革船も雇用の確保及び軽労
化、また高付加価値サンマ生産のため、第六安洋丸同様 17名体制とする。 （乗組員の
待遇は、全日本海員組合の就業規則に準拠）
賃金 103,779千円、法定福利費 17,362千円、福利厚生費 1,624千円、食料費 4,296
千円（17名×1,944円×130日）、人件費合計 127,061千円で試算する。

・燃泊費・・・②
燃泊費（A重油・潤滑油）使用量は、改革船（補機の削減、省エネ機器搭載）を参考
に試算。
さんま漁期A重油使用量 465, 416L × 81円 = 37, 699千円
II オイノレ使用量 6,147L ×309.6円 = 1, 903千円

燃泊費 39,602千円で試算する。
（参考までに、第六安洋丸が 34回航海（計画）すると年間 564,032Lの燃油使用。同条件
で改革船は年間 465,416L使用で 17.5%の削減になる。）
※A重油単価は平成27年4月 1日現在の北海道の実勢単価65円／Lと過去の推移等から 75円／L
（税込 81.00円／L）とした。

＠修繕費・・・③
中間・定期検査費用等の5ヶ年間均等割に毎年のドリ（塗装代含む）を加えた額。
中間検査費用 12,960千円、定期検査費用21,600千円、毎年ドリ代54,000千円（10,800
千円×5ヵ年）、漁携機器修繕費周年 14,040千円（2,808千円×5ヵ年）、合計 102,600
千円／5ヵ年＝20,520千円で試算する。

（参考までに、震災前1ヶ年、震災後 3ヶ年（震災年は異常であったため、参考にせず）
4ヵ年の修繕費は 51,688千円。改革船では年 31,168千円の経費削減になる。）

・源、具費・・・④
改革船は旧船からの漁網、漁具を引き継ぐが、補充として漁網、向竹等を購入及びロ
ープ等の消耗品として 8,826千円（過去4年平均）で試算する。

・保険料・・・⑤
改革船の船価 830,000千円の保険料

（宮城県漁船保険組合から聴取）

・公租公課・・・⑥
改革船の帳簿価格 830,000千円×1/6×1.6×0. 887=1, 963千円
2年目 1,963千円、 3年目 1,520千円、 4年目 1, 176千円、 5年目 910千円

・借入金利息・・・⑦
借入額 850,000千円 × 年利 1. 8% （借入期間 12年）
1年目 15,300千円で試算する。

・販売手数料・・・③
主要な：魚市場の出荷時の販売手数料の実績を基に水揚金額の 5.0%と試算する0

・その他の経費・・・⑨震災後の実績を参考に試算
(1）魚箱代 船上箱詰 300箱＠284.0 85. 2千円

ブロック凍結 400箱 @130 52千円
(2）氷代 40トン × 34航海 × 12,500円／t 17, 000千円
(3）保険料 特殊保険 50千円 ・ 積荷保険 50千円
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海外救済 232千円
(4）通信費

(5）旅費交通費
(6）タンク使用料・車積置料等
(7）雑費

合計 22,145千円で試算する。

．一般管理費

889千円
289千円
1, 865千円
1,633千円

震災前、震災後4か年平均の一般管理費は、年平均 30,367千円であったためこの金
額で試算する。
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くさんま棒受網漁業＞

(1）収副生改善の目標悌二源柴丸）

（単位：水揚量はt、その他は千円）

第二源策 第二源祭
復興 復興 復興 復興 復興

丸 丸
(198t) (198t) 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目
震災前 震災後

収入

水揚量 3,480 2, 424 2,560 2,560 2,560 2,560 2,560 

水揚高 310,314 306,502 339, 549 339,549 339,549 339,549 339,549 

支出

人件費 125, 195 120,932 136,270 136,270 136,270 136,270 136,270 

一燃料費 32,526 38,464 37,282 37,282 37,282 37,282 37,282 

修繕費 36, 796 44,884 20,520 20,520 20,520 20,520 20,520 

漁具費 4,502 4, 817 4,660 4,660 4,660 4,660 4, 660 

保険料 2, 191 4, 483 7,264 6, 197 4,910 5, 795 5, 616 

公租公課 118 243 。 1, 963 1, 520 1, 176 910 

借入金利d息 609 360 8, 664 6,565 5,859 5,326 4,859 

販売手数料 15,489 15,212 16,977 16,977 16, 977 16,977 16, 977 

その他経費 23, 195 25, 185 27, 181 27, 181 27, 181 27, 181 27, 181 

一般管理費 21, 058 25, 121 23, 090 23, 090 23,090 23, 090 23, 090 

支出合計 261,679 279, 701 281,908 280, 705 278, 269 278, 277 277,365 

償却前利益 48,635 26, 801 57,641 58,844 61, 280 61,272 62, 184 

※第二源議丸の震災前は平成20、21、22年度の、震災後は平成24、25、26年度の実績平均値

（いす抗も兼業のさけます常議数値を除く）

(2）次世内給建造の見通し

｛鯛榊lj益 次世代船建造 船価
×｜ までの年数 ＞ 

60,244千円 25年 896,400千円

※償却音訴U益は、復興l～5年目の平均値とした。
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くさんま棒受網漁業 199t型復興計画 経費算出基礎資料〉

［収入1

・航海数
全さんまの自主的な資源管理措置により、水揚回数が 25年以降大きく減少している
ことから、共同利用事業等改革船の 25年（30回）・26年（34回）の水揚回数を参考と

し、本計画の航海数を 32固とした。

・船上加工作業・・・時化及び労働環境等を考慮し、航海数の 70%とした。

－船上箱詰（8～9月分、 7航海を想定）
2航海×100箱＝200箱
5航海× 60箱＝300箱 合計 500箱

・ブロック凍結（9～12月分、 15航海を想定）
15航海×100箱＝l,500箱

なお、市場の動向を見ながら魚始氷造製品の収益性が高いと判断した場合は、生産

方法を適宜調整することとする。

・水揚数量
共同利用事業等改革船の 25年（64トン（極端な不漁年））・26年（92トン）の水揚数量

を参考とし、水揚数量を 80｝：；と設定した。（第二源祭丸の 25・26年の 1航海当たりの

平均水揚数量は 68トン）

水揚数量80トン×32航海＝2,560トンで試算

内訳

④船上箱詰 (2航海×100箱＋5航海×60箱）×10kg／箱＝ 5トン

⑤ブロック凍結 15航海× 100箱× 7.5 kg／箱

⑥魚姶氷造 2,560トン

・製品の平均単価
①船上箱詰 3,000円／箱

②ブロック凍結 1,800円／箱

16.2トン（箱詰・凍結）

300円／kg

240円／kg

③魚強保管鮮魚 131. 83円／kg

※①、②は平成26年の実績を参考に設定した。

11. 2トン

2,543.8トン

※③は直近の5中3平均魚価（131.83円）を参考単価とした。

・水揚高

項 目 金 額（千円）

④船上箱詰 500箱 × 3,000円／箱（lOkg入） 1,500千円

⑤ブロック凍結 1,500箱 × l, 800円／箱（7.5kg入）＝ 2, 700千円

⑥蛤鮮魚販売 2, 543. 8トン× 131. 83円／kg 335,349千円

計 2,560トン 339, 549千円
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［支出1

・人件費（17名） ・・・①
第二源栄丸（198トン）は、 17名体制で操業している。改革船も雇用の確保及び軽労
化、また高付加価値サンマ生産のため、第二源栄丸同様 17名体制とする。 （乗組員の
待遇は、全日本海員組合の就業規則に準拠）
賃金 110,039円、法定福利費 18,900千円、福利厚生費 2,000千円、食料費 5,331千
円（17名×2,412円×130日）、人件費合計 136,270千円で試算する。

・燃油費・・・②
燃泊費（A重油・潤滑油）使用量は、改革船（補機の削減、省エネ機器搭載）を参考
に試算。
さんま漁期A重油使用量 435, 352 L × 81円 = 35, 264千円
II オイノレ使用量 5, 500 L ×367円 = 2, 018千円

燃油費 37,282千円で試算する。
（参考までに、第二源楽丸が 32回航海（計画）すると年間平均 526,944Lの燃油を使用。同条件
で改革船は年間 435,352L使用で 17.4%の削減になる。）
※A重油単価は平成 27年4月1日現在の北海道の実勢単価 65円／Lと過去の推移等から 75円
/L （税込 81.00円／L）とした。

・修繕費・・・③
中間・定期検査費用等の5ヶ年閥均等割に毎年のドリ（塗装代含む）を加えた額。
中間検査費用 12,960千円、定期検査費用21,600千円、毎年ドリ代54,000千円（10,800
千円×5ヵ年）、漁携機器修繕費周年 14,040千円（2,808千円×5ヵ年）、合計 102,600
千円／5ヵ年＝20,520千円で試算する。
（参考までに、震災前 3ヶ年、震災後 3ヶ年（震災年異常であったため、参考にせず） 6ヵ年の
年平均修繕費は 40,840千円でさけます漁業分9,761千円を加えると 50,601千円となり、改革
船導入により年 30,081千円の経費削減になる。）

・漁具費・・・④
改革船は旧船からの漁網、漁具を引き継ぐが、補充として漁網、向竹等の購入及びロ
ープ等の消耗品の購入費として 4,660千円（過去6年平均）で試算する。

・保険料・・・⑤
改革船の船価 830,000千円の保険料
（青森県漁船保険組合より聴取）

・公租公課・・・⑥
改革船の帳簿価格 830,000千円 × 1/6× 1. 6 x 0. 887出 = 1, 963千円
2年目 1, 963千円、 3年目 1, 520千円、 4年目 1, 176千円、 5年目 910千円

（八戸市庁固定資産税計算式より参照）

＠借入金利息・・－⑦
借入額 896,400千円

717, 120千円 ×年利 0.8% （借入期間 18年）
179,280千円 ×年利 1.0% （借入期間 10年）

l年目 8,664千円で試算する。

・販売手数料・・・③
主要な魚市場の出荷時の販売手数料の実績を基に水揚金額の 5.0%と試算する。
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・その他の経費・・・⑨
震災後の実績を参考に試算
(1）魚箱代 船上箱詰 500箱

ブロック凍結 1,500箱
(2）氷代 40トン × 32航海 × 
(3）保険料 特殊保険 356千円

給与保険 7千円
(4）通信費
(5）旅費交通費
(6）タンク使用料・車積置料等
(7）雑費

合計 27,181千円で試算する。

．一般管理費

@324 162千円
@ 179 269千円
13,500円／t 17,280千円

積荷保険 57千円
海外救済 289千円
1, 161千円
1, 080千円
2, 700千円
3,820千円

震災前3年、震災後 3年の 6ヵ年の一般管理費は、年平均 23,090千円であったため、
この金額で試算する。
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くさんま棒要訪問漁業＞

(1) 収益性改善の目標 儲六十八花咲却

（単位：水揚量はt、その他は千円）

第六十八 第六十八
復興 復興 復興 復興 復興

花咲丸 花咲丸
(195t) (195t) 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目
震災前 震災後

収入

水揚量 2,962 2,680 2, 560 2,560 2,560 2,560 2,560 

水揚高 254,900 311, 429 324,631 324,631 324,631 324,631 324,631 

支出

人件費 101,676 107, 621 126,866 126,866 126, 866 126,866 126,866 

燃料費 33,676 51,297 39, 779 39, 779 39, 779 39, 779 39, 779 

修繕費 40,970 26,832 20,520 20,520 20,520 20,520 20, 520 

漁具費 10, 141 17,841 13, 991 13,991 13,991 13, 991 13, 991 

保険料 4,221 7,983 5, 745 3, 764 1,938 4,478 4, 324 

公平且公課 。 。 。 1,862 l, 448 l, 127 877 

借入金利，息 808 2, 012 9, 315 7,042 5, 749 4,329 3,848 

販売手数料 12, 745 15, 571 16,232 16, 232 16,232 16,232 16, 232 

その他経費 19, 849 19, 321 24,352 24,352 24,352 24,352 24,352 

一般管理費 19,342 21,001 20, 171 20, 171 20, 171 20, 171 20, 171 

支出合計 243,428 269,479 276,971 274,579 271, 046 271,845 270,968 

償却前利益 11, 472 41,950 47, 660 50,052 53,585 52, 786 53, 671 

※第六十八花咲丸の麗足前は平成20、21、22年度の、震災後は平成24、25、26年度の諦責平均値

（いす抗も兼業のさけます治議数値を除く）

(2）次世代掛建造の見通し

償却前利益 次世代船建造 船価
×｜ までの年数 ＞ 

51,551千円 25年 896,400千円

※償却前利益は、復興l～5年目の平瑚直とした。
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くさんま棒受網漁業 199t型復興計画 経費算出基礎資料〉

［収入1
・航海数
全さんまの自主的な資源管理措置により、水揚回数が 25年以降大きく減少している
ことから、共同利用事業等改革船の 25年（30回）・26年（34回）の水揚回数を参考と

し、本計画の航海数を 32固とした。

・船上加工作業・・・時化及び労働環境等を考慮した。

・船上箱詰（8～9月分、 7航海を想定）
7航海×70箱＝490箱

・ブロック凍結（9～11月 10航海を想定）
10航海×100箱＝1, 000箱

なお、市場の動向を見ながら魚胎氷造製品の収益性が高いと判断した場合は、生産

方法を適宜調整することとする。

・水揚数量
共同利用事業等改革船の 25年（64トン（極端な不漁年））・26年（92トン）の水揚数量

を参考とし、水揚数量を 80トンと設定した。 （第六十八花咲丸の 25・26年の l航海当た
りの平均水揚数量は 71トン）

水揚数量80トン×32航海＝2,560トンで試算

内訳

⑦船上箱詰 7航海 × 70箱 × 4 kg／箱 2トン

③ブロック凍結 10航海 × 100箱 × 7. 5 kg／箱 7.5トン

⑨魚姶氷造 2,560 トン 9.5トン（籍詰・凍結） 2, 550. 5トン

・製品の平均単価
①船上箱詰 1,296円／箱 324円／kg

②ブロック凍結 1,944円／箱 259.2円／kg

③魚鎗保管 126.27円／kg

※①、②は平成26年の実績を参考に設定した。

※③は直近の 5中3平均魚価（126.27円）を参考単価とした。

・水揚高

項 目 金 額（千円）

⑦船上箱詰 490箱 ×1,296円／箱（4kg入） 635千円

③ブロック凍結 1,000箱 ×1, 944円／箱（7.5kg入） 1, 944千円

⑨鎗鮮魚販売 2,550.5トン ×126.27円／kg = 322, 052千円

計 2,560トン 324,631千円
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【支出】

・人件費（17名） ・・・①
第 68花咲丸（195トン）は、 17名体制で操業している。改革船も雇用の確保及び軽労
化、また高付加価値サンマ生産のため、第 68花咲丸同様 17名体制とする。（乗組員の
待遇は、全日本海員組合の就業規則に準拠）
賃金 103,918千円、法定福利費 16,417千円、福利厚生費 2,000千円、食料費 4,531
千円（17名×2,050円×130日）、人件費合計 126,866千円で試算する。

・燃泊費・・・②
燃油費（A重油・潤滑油）使用量は、改革船（補機の削減、省エネ機器搭載）を参考
に試算。
さんま漁期A重油使用量 483, 540L × 81円 = 39, 167千円
II オイル使用量 2, 267L × 270円 = 612千円

燃油費 39, 779千円で試算する。
（参考までに、第六十八花咲丸が 32回航海（計画）すると年間 592,530Lの燃油を使用。同条件
で改革船は 483,540L使用で 18.4%の削減になる。）
※A重油単価は平成 27年4月 1日現在の北海道の実勢単価 65円／Lと過去の推移等から 75円
/L （税込 81.00円／L）とした。

・修繕費・・・③
中間・定期検査費用等の5ヶ年間均等割に毎年のドック（塗装代含む）を加えた額ロ
中間検査費用 12,960千円、定期検査費用 21,600千円、毎年ドけ代54,000千円（10,800
千円×5ヵ年）、告書、携機器修繕費周年 14,040千円（2,808千円×5ヵ年）、合計 102,600
千円／5ヵ年＝20,520千円で試算する。
（参考までに、震災前 3ヶ年、震災後 3ヶ年（震災年異常であったため、参考にせず） 6ヵ年の
平均修繕費は 33,901千円でさけます漁業分 8,475千円を加えると 42,376千円で、改軍船導入
により年 21,856千円の経費削減になる。）

・漁具費・・・④
改革船は旧船からの漁網、治、具を引き継ぐが、補充として漁網、向竹等の購入及びロ
ープ等の消耗品の購入費として 13,991千円（過去6年平均）で試算する。

＠保険料・・・⑤
改革船の船価 787,000千円の保険料
（根釧漁船保険組合より聴取）

・公租公課・・・⑥
改革船の帳簿価格 787,000千円× 1/6× 1.6× 0.887出 = 1, 862千円
2年目 1,862千円、 3年目 1,448千円、 4年目 1,127千円、 5年目 877千円

＠借入金利息・・－⑦
借入額 810, 000千円 × 年利 1.15% （借入期間 9年）
l年目 9,315千円で試算する。

＠販売手数料・・・③
主要な魚市場の出荷時の販売手数料の実績を基に水揚金額の 5.0%と試算する。
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・その他の経費・・・⑨
震災後の実績を参考に試算
(1)魚箱代 船上箱詰 490箱＠270.0/ 132千円

ブロック凍結 1,000箱 @129. 6/ 130千円
(2）氷代 40トン × 32航海 × 13,500円／t 17, 280千円
(3）保険料
(4）通信費

海外救済 455千円

(5）タンク使用料・車積置料等
(6）雑費

合計 24,352千円で試算する。

．一般管理費

1,000千円
3,055千円
2,300千円

震災前、震災後 6ヵ年の一般管理費は、年平均 20,171千円であるため、その金額で

試算する。
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（参考）滑業復興計画の作成に係る地域プロジェクト活動状況

開催年月日 協議会・部会 活動内容・成果 開催場所 備考

平成27年6月15日 第1回宮城地区部会 地梅宮復時十画の検討・承認
女JI［魚市場
会議室

一一一一一一
平成27年7月17日 第1回組織協議会 地場『復蹄十函の検討・承認

大日本＝水産会

会議室
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参考1漁業復興計画の概要

｜さんま棒受網漁業をめぐる状況

経営環境の悪化による不安定で厳しい経営

．原油価格の高騰による燃料費の増加

・不安定な資源状況と魚価

－漁業者の高齢化による従事者の減少

．兼業漁業の経営リスク増大

大震災による被災漁船を修繕して使用している漁業者は、船の
故障や能力低下によって、経営が悪化。

漁業復興計画l ~テ
生産に関する事項

・省エネ機器の導入、同一船型船の建造によるコスト削減

．漁船の安全性と労働環境の向上

－高鮮度による付加価値向上及び衛生管理対策

・資源及び環境への配慮

流通・加工に関する事項

・高付加価値サンマ（船上箱詰）の販売

．消費地への働きかけ

．産地での働きかけ

……吉
田

目的 4ごコ7
0 収益性を向上させる操業体制の確立

0 安全性・労働環境の向上及び後継者の育成促進

O 気仙沼市・女川町の復興及び地域漁業の活性化

｜大衆魚としーでの六］

－秋の味覚

・消費拡大の推進

｜ 女川・気仙沼をめぐる状況 ｜ 

東日本大震災津波による甚大な被害

気仙沼市

女川町

被災した主要水揚港、関連産業は徐々
に復旧しており、サンマ漁船による水揚
の確保が不可欠。



参考2-1 さんま棒受網漁業の概要

｝グ－ー
サンマ分布犠

さんま棒受網漁業の手順
(A）さんまの群れを発見したら、集魚灯でサンマを集める。

(B）左舷側の集魚灯を消灯してから右舷側だけを点灯し、

サンマを右舷側に集め、その聞に左舷側に網を入れる。

左舷側の集魚灯を点灯してから右舷側を消灯し、サン

マを網のなかに誘導する。

( C）集魚灯を全て消し、赤色灯を点けるとサンマは網の中

で群れ行動をとるので、網をたぐり寄せてフィッシュポ

ンプで船に取り込む。
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参考2-2さんま棒受網漁業の概要

【さんま漁業の漁場の推移】

電量

宮古

大船渡

｜さんま棒受網漁業 ｜
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参考2-3さんま棒受網漁業の概要

【さんま棒受網漁業許可（承認）隻数の変化】

隻数

600 

500 

400 ｜． ． I 9¥ 
300 ト圃L・・ ．ー圏一圏、

200 
． ' ' I I －“ ．．．．． 

100 

。

一一一一一一一一 一←

元年H2 H 3 H 4 H 5 H 6 H 7 H 8 H 9 HlO Hll H12 H13 H14 HlS H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

元年 H2 H3 H4 H5 H6 H7 HS H9 HlO Hll H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

20トン未満 182 184 194 192 177 164 148 137 132 124 124 122 124 124 112 109 105 91 88 83 83 83 78 77 

20～51トン 4 4 4 4 4 5 5 4 5 3 2 2 2 2 20 20 20 23 23 23 23 21 22 23 

51～100トン 110 93 66 50 30 19 16 13 11 12 11 10 9 9 9 6 7 2 1 1 1 1 1 。
100トン以上 217 212 157 135 128 125 115 109 105 103 102 100 96 93 85 78 75 65 59 58 58 58 43 53 

計 513 493 421 381 339 313 284 263 253 242 239 234 231 228 226 213 207 181 171 165 165 163 144 153 

・100トン以上
l口51～100トン

・20～51卜ン
．・20トン未満

H25 H26 

75 70 

24 27 

。。
54 54 

153 151 
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参考2-4さんま棒受網漁業の概要

【さんま棒受網漁業水揚量と水揚げ金額】

トン

400,000 

350,000 

300,000 

250,000 

百万円

35,000 

30,000 

25,000 

20,000 

200,000 
・・水揚量

一←水揚金額

15,000 

150,000 

10,000 
100,000 

50,000 E司 5,000 

。 。
件やや守やや舎やや8x-"""" x-"""' /> x-~ x-~ x-""<o x-v x-""ct> x-~ x-＂＇~ x-"'"" x-"'"' x-~ x-~ x-~ x-~ 

単位トン・百万円

元年 H2 H3 H4 HS H6 H7 HS H9 HlO Hll H12 H13 H14 HlS H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

水揚量 消，713 310,592 2岨，叫叫717 273,702 250,704 272，則自1,238 2回，制凶，110 出，州 211，阻描，捌踊，268 2剛日掛川 229,679 239,979 29S,n6 却却期：，211 193,425 201,no 218,371 147,819 224,755 

水揚金額 町田町97 22,652 15,558 16,601 14,670 19，日2 25，醐 27,275 2開 7 26周 4 33,1日 27,919 32，回3 17，日7 231叩 14，酷5 16,771 21,773 23,114 21,362 25，醐 23,028 16，制 22，蛸 26畑
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参考2-5さんま棒受網漁業の概要

【さんま棒受網漁業船齢 100トン以上船】

隻数
70 

60 

so 

40 

30 

20 
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。
H22 H23 

5年未満
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参考2-6さんま棒受網漁業の概要

【原油価格（日本着CIF）と円レート】

円／KL
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参考3-1 気仙沼市・女川町の概要

0 平成23年3月11日に発生した東日本大震災津波により、生産・流通・加工の全般にわたって水産業に深刻な
被害を受けた
0 養殖施設、定置網はすべて流失、各県の漁船の9割が滅失したが、現在は8割まで整備された
0 海沿いに立地していた水産関連施設がほぼ全壊し、水産物の凍結能力、保管能力、水産加工品の生産能力の大半
が失われたが、現在は復興に向けて力強く前進している
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園町-U.調時盈
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参考3-3気仙沼市・女川町の概要

平成26年度月別さんま水揚量 。。
サンマ魚群の移動.....園E園E園 q?, 

E盟｜仰 28,941 1 

EヨI 480 日

E盟I 272 仰 1

-I 
E国 15 5,768 

24 4,468 10,179 10,695 1,852 ムf寸前l>-.. t-- ' 。3,626 7,963 10,716 1,751 衛局 小名浜

E冨 。 194 1,069 1,431 342 

• 。1,417 8,245 8,332 1,654 、d 、，、，－－ 、〈、
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取組記号 A

参考 4-1 漁船建造コストの削減（さんま漁船の統一船型等調査研究会について）

0 目的
設立の趣旨を踏まえ、さんま漁船の建造コストの低減策を検討し、取りまとめる。

0 検討事項
大型船（199トン船）を想定し、船価低減の方針、漁船の主要寸法・線図、一般配置等について方向性を検討。
また、共通スペック項目（機関・機器等購入品）の具体的内容を検討。

0 事業実施状況
平成27年1月、2月に調査研究会を実施し、船価低減の方策を取りまとめ。3月の全さんま地域復興協議会において報告。
なお、第2回調査研究会では、全さんま組合員に広く参加を求めたところ、小型船（19トン船）を含め多数の漁業者がオブ
ザーJfー参加。

1 I 



参考 4-2漁船建造コストの削減（さんま漁船の統一船型等調査研究会の取りまとめ）
取組記号 A

0 共通スペック項目（一般）
① 主要寸法、線図：船主グループと進船所が相談して造船所ごとにモデル船を選択し同一線図で建造
② 一般配置図：甲板室、ブリッジ形状は簡素化（操舵室は1段、操船系統を1系統）、長船尾楼の形状を統一
③ 魚鎗、主機関：共同利用事業の条件（魚槍200立米以下、機関出力上限1.471kW）等を踏襲

0 共通スペック項目（購入品）

漁業者 II 被代船 11 ~-TJ~船 1 共通購入品 JI 共通購入品
（型式指定） II ＜型式指定無し）

個別購入品、移設

II II 主機＋補機2台
「無線設構（GMDSS

A漁業 II A丸
線1式、一般無線

II ＇（同ーメーカーで統 式）甲造船所 HB漁業 II B丸 甲丸 ｜ ーして価格低減） ・レーダー2台

C漁業 ｜｜ C丸 II Ir軸系・プロペラ －方向探知機1台、
スラスター PS航行装置1台、

D漁業 II D丸 II Ii"舵冷凍機 PSコンパス2台
－魚探1台、ソナー1

乙造船所 IIE漁業lE丸 ｜｜ 乙丸 II ロ

－潮流計1台

F漁業 II F丸 II II 11・AIS（簡易型）1台

注1：共通購入品（型式指定）は、型式・仕様を指定して共同・計画発注。共通購入品（型式指定なし）は、メーカー指定を
しないが、必要最低台数とする。 造船所は、鋼材等資材の共同発注も行う。

0 今回は具体的検討を大型船で行ったが、小型船も同様の取り組みは可能。
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取組記号 B

参考 5-1-1 第六安洋丸：燃油使用量の比較

燃油使用料削減項目について

第六安洋丸 199トンぅ改革船 199トン

省エネ量 ｜ 
省エネ船型

大型パルパスバウ付
船体抵抗の低減 12.3ktで航行するために必要な出力パトックフロー船型の採用

第六安洋丸：809kW

固定ピッチ
①大口径固定ピッチプロペラの採用 ①プロペラ効率アップ ↓ 
（スキュープロペラ） ②微速コントロールで操業時 改 革 飴：575kW

プロペラ
②クラッチ電子スリップコントロール採用 の操作性及び燃費の向上

・常時1台運転による最適燃 発電機総容量

発 電 補機 400KVA×2台搭載
費での使用

－交互運転による信頼性の 第六安洋丸：500KVA×2台

向上、開放時間の延長 （並列運転）
750KVA×1台

LED漁灯
LED漁灯 100% 集魚灯電力消費量の削減 改 革 船：400KVA×2台

の採用 （単独運転）

第六安洋丸 199トンの年間燃油使用料： 564.032 kl 

改革船 199トンの年間燃油使用料 ：465.416 kl ~ 
13-1 



取組記号 B

参考 5ー1-2第二源栄丸：燃油使用量の比較

燃油使用料削減項目について
第二源栄丸 198トンー〉改革船 199トン

省エネ船型
大型バルパスバウ付

船体抵抗の低減 12.0ktで航行するために必要な出力バトックフロー船型の採用
第二源栄丸：740kW

固定ピッチ
①大口径固定ピッチプロペラの採用 ①プロペラ効率アップ ↓ 
（スキュープロペラ） ②微速コントロールで操業時 改 革 船：545kWプロペラ
②クラッチ電子スリップコントロール採用 の操作性及び燃費の向上

－常時1台運転による最適燃 発電機総容量

発 電 補機 400KVA×2台搭載
費での使用
－交互運転による信頼性の 第二源栄丸：450KVA×1台
向上、開放時間の延長 300KVA×1台

（並列運転）
LED漁灯

LED漁灯 100% 集魚灯電力消費量の削減 改 革 船 ：400KVA×2台
の採用 （単独運転）

第二源栄丸 199トンの年間燃油使用料： 526.944kl 

改革船 199トンの年間燃油使用料： 435.352 kl ~ 
13-2 



取組記号 B

参考 5ー1-3第六十八花咲丸：燃油使用量の比較

燃油使用料削減項目について
第六十八花咲丸 195トン→改革船 199トン

-I 
省エネ船型

大型パルバスバウ付
船体抵抗の低減 12ktで、航行するために必要な出力低抵抗型船型の採用

第六十八花咲丸：785kW

固定ピッチ
①大口径固定ピッチプロペラの採用 ①プロペラ効率アップ ↓ 
（スキュープロペラ） ②微速コントロールで操業時 改 革 齢：685kW

プロペラ
②クラッチ電子スリップコントロール採用 の操作性及び燃費の向上

－常時1台運転による最適燃 発電機総容量

発 電 補機 400KVA×2台搭載
費での使用
－交互運転による信頼性の 第六十八花咲丸：300KVA×2台

向上、開放時間の延長 （並列運転）
1000KVA×1台

LED漁灯
LED漁灯 100% 集魚灯電力消費量の削減 改 革 齢 ：400KVA×2台

の採用 （単独運転）

第六十八花咲丸 195トンの年間燃油使用料 ：592.53 kl 

改 革 船 199トンの年間燃油使用料 ：483.54 kl ~ 
13-3 



取組記号 B

参考 5-2燃油使用量の比較

省エネルギーに関する取組（燃料油削減）

1.趣旨
平成15年には36,000円／KLであった燃料油（A重油）の高騰する価格により、少なからず漁船経営に支障を及ぼす状況に
あることから、使用燃料油の削減の取り組みが不可欠になっている。

4.効果の算定根拠
従来船と計画船省エネルギー設備の比較図
－省エネ船型及び大口径低回転プロペラ導入による効果算定
VS-kW曲線図

LED集魚灯の導入による効果算定
燃料消費量計算書（さんま棒受網漁業）
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参考 5-3-1 第六安洋丸：燃油使用量の比較

① 8月（花咲港へ3回の水揚を想定）
・漁場：ロシア水域
・想定航海時間：往航44時間、探索・操業18時間、復航44時間を3航海
・燃油消費量：第六安洋丸70.140kl＝令改革船57.918kl

② 9月（花咲港へ3回、気仙沼港へ5回の水揚を想定）
・漁場：ロシア水域3回、北海道沖5回
・想定航海時間：
ロシア水域（花咲港へ3回）：往航36時間、探索・操業18時間、復航36時間を3航海
北海道沖（気仙沼港へ5回）：往航32時間、探索・操業18時間、復航32時間を5航海
・燃油消費量：第六安洋丸150.584kl＝辛改革船124.292kl

③10月（気仙沼港へ9回の水揚を想定）
・漁場：北海道沖5回、三陸沖4回
・想定航海時間：

北海道沖（気仙沼港へ5回）：往航28時間、探索・操業18時間、復航28時間を5航海
三陸沖（気仙沼港へ4回） ：往航26時問、探索・操業18時間、復航26時間を4航海
．燃油消費量：第六安洋丸144.452kl＝争改革船119.186kl

④11月（気仙沼港へ10回の水揚を想定）
・漁場：三陸沖10回

－想定航海時間：往航24時間、探索・操業18時間、復航24時間を10航海
．燃油消費量：第六安洋丸147.00kl＝辛改革船121.26kl

⑤12月（気仙沼港へ4回の水揚を想定）
．漁場：三陸沖4回

・想定航海時間：往航20時間、探索・操業18時間、復航20時間を4航海
．燃油消費量：第六安洋丸51.856kl＝争改革船42.76kl

第六安洋丸年間消費量： 564.032kl功 改革船年間使用量： 465.416kl

全体で約17.5%削減

本時間当たりの燃料消費量

区分 項 目

主 機 関

往 発電機関 1

発電機関 2

航 発電機関 3

小計

区分 項 目

探
主 機 関

索 発電機関 1

発電機関 2
操 発電機関 3
業
小計

区分 項 目

主 機 関

復 発電機関 1

発電機関 2

航 発電機関 3

小計

取組記号 B

航海速力12.3Kt出力809Kw 航海速力12.3Kt出力575Kw
補機航海時負荷率66% 補機航海時負荷率54首
第六安洋丸（199トン） 改革船（199トン）

出力 燃油消費率燃油消費量 出力 際油消費率際油消費量
kW 亘／kW・h kl kW e:/kW・h kl 

809 190 0.179 575 206 0.138 

175 207 0.042 193 222 0.050 

。 。 0.000 。 。 0.000 。 。 0.000 
0.221 0.188 

航海速力12.3Kt出力809Kw 航海速力12.3Kt出力575Kw
補機航海時負荷率57% 補機航海時負荷率的判
第六安洋丸（199トン） 政革船（199トン）

出力 燃油消費率 燃油消費量 出力 燃油消費率燃油消費量
kW e:/kW・h kl kW 民／kW・h kl 

809 190 0.179 575 206 0.138 。 。 0.000 233 210 0.057 

252 203 0.059 233 210 0.057 

213 216 0.053 

0.238 0.195 

航海速力12.3Kt出力809Kw 航海速力12.3Kt出力575Kw
補機航海時負荷率52% 補擁航海時負荷率46百
第六安洋丸（199トン） 改革船（199トン）

出力 燃油消費率燃油消費量 出力 燃油消費率 燃油消費量
kW e:/kW・h kl kW e:/kW・h kl 

809 190 0.179 575 206 0.138 

138 211 0.034 121 232 0.033 。 。 0.000 。 。 0.000 
。 。 0.000 
0.213 0.171 
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参考 5-3-2第二源栄丸：燃油使用量の比較

① 8月（花咲港へ3回の水揚を想定）
・漁場：ロシア水域

－想定航海時間：往航44時間、探索・操業18時間、復航44時間を3航海
・燃油消費量：第二源栄丸68.616kl＝参政革船56.964kl

② 9月（花咲港へ3回、女川港へ5回の水揚を想定）
・漁場：ロシア水域3圏、北海道沖5回
・想定航海時間：

ロシア水媛（花咲港へ3回）：往航36時間、探索・操業18時間、復航36時間を3航海
北海道沖（女川港へ5回） ：往航32時間、探索・操業18時間、復航32時間を5航海
．燃油消費量：第二源栄丸147.696kl＝争改革船122.252kl

③10月（女川港へ9回の水揚を想定）
・漁場：北海道沖5回、三陸沖4回
・想定航海時間：

北海道沖（女川港へ5回）：往航28時間、探索・操業18時間、復航28時間を5航海
三陸沖（女川港へ4回） ：往航26時間、探索・操業18時間、復航26時間を4航海
．燃油消費量：第二源栄丸142.008kl＝争改革船117.236kl

④11月（女川港へ9回の水揚を想定）
．漁場：三陸沖9囲

・想定航海時間：往航24時問、探索・操業18時間、復航24時間を9航海
・燃油消費量：第二源栄丸130.248kl＝争改革船107.352kl

⑤12月（女川港へ3回の水揚を想定）
・漁場：三陸沖3回
－想定航海時間：往航20時間、探索・操業18時間、復航20時間を3航海
・燃油消費量：第二源栄丸38.376kl司改革船31.548kl

第二源栄丸年間消費量： 526.944kl功 改革船年間使用量： 435.352kl

全体で約17.4%削減

牢時間当たりの陸料消費量

区分 項目

主 機関
往
発電機関 1

航 発電機関 2

小計

区分 項 目

探 主 機関
索 発電機関 1

操 発電機関 2

業 小 計

区分 項 目

主 機関
復 発電機関 1

航 発電機関 2

小計

航海速力12.0Kt出力740Kw
補機航海時負荷率45目
第二源栄丸（198トン）

出力 燃油消費率 燃油消費量
kW g/kW・h kl 

740 208 0.179 

118 215 0.030 

0.000 

0.209 

航海速力12.0険出力740Kw
補機航海時負荷率63%
第二源栄丸（198~／）
出力 鯨油消費率燃油消費量
kW g/kW・h kl 

740 208 0.179 

。 。0.000 
276 201 0.065 

0.244 

航海速力12.0陥出力740Kw
補機航海時負荷率50%
第二諒栄丸（198トン）

出力 燃油消費率 際油消費量
kW g/kW・h kl 

740 208 0.179 

132 211 0.032 

。 0.000 

0.211 

取組記号 B

航海速力12.0Kt出力545Kw
補機航海時負荷率54目
改革船（199トン）

出力 蝶油消費率 憾油消費量
kW g/kW・h kl 

545 213 0.135 

193 222 0.050 。0.000 
0.185 

航海速力12.0Kt出力545Kw
補機航海時負荷率66目
改革船（199トン）

出力 燃油消費率鯨油消費量
kW g/kW・h kl 

545 213 0.135 

。0.000 
233 210 0.057 

0.192 

航海速力12郎t出力545Kw
補機航海時負荷率46見
改革船（199トン）

出力 憶油消費率 様油消費量
kW g/kW・h kl 

545 213 0.135 

121 232 0.033 

。 。0.000 
0.168 
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参考 5-3-3第六十八花咲丸：燃油使用量の比較

① 8月（花咲港へ3回の水揚を想定）
・泊場：ロシア水域

・想定航海時間：往航.44時間、探索・操業18時間、復航44時間を3航海
．燃油消費量：第六十八花咲丸75.84kl訪改革船64.49kl

② 9月（花咲港へ3回、女川港へ5回の水揚を想定）
・漁場：ロシア水域3回、北海道沖5回
・想定航海時間：
ロシア水媛（花咲港へ3固）：往航36時問、探索・操業18時間、復航36時間を3航海
北海道沖（女川港へ5回） ：往航32時問、探索・操業18時間、復航32時間を5航海
・燃油消費量：第六十八花咲丸164.99kl＝争改革船136.80kl

③10月（女川港ヘ9回の水揚を想定）
・漁場：北海道沖5回、三陸沖4回
・想定航海時間．

北海道沖（女川港へ5回）・往航28時間、探索・操業18時間、復航28時間を5航海
三陸沖（女川港へ4回） ：往航26時間、探索・操業18時間、復航26時間を4航海
．燃油消費量：第六十八花咲丸160.lOkl＝辛改革船129.82kl

④11月（女川港へ9回の水揚を想定）
．漁場：三陸沖9回

－想定航海時間：往航24時間、探索・操業18時間、復航24時間を9航海
．燃油消費量：第六十八花咲丸147.69kl＝字改革船118.09kl

⑤12月（女川港へ3回の水揚を想定）
．漁場：三陸沖3回

・想定航海時間：往航20時間、探索・操業18時間、復航20時間を3航海
・燃油消費量：第六十八花咲丸43.91kl＝宇改革船34.34kl

第六十八花咲丸年間消費量： 592.53kl功 改革船年間使用量： 483.54kl

全体で約18.4%削減

牢時間当たりの燃料消費量

区 分 項目

主 機関

往 発電機関 1

発電機関 2

航 発電機関3

小 計

区 分 項目

探
主 機関

索 発電機関 1

発電機関2
操 発電機関 3
業
小計

区分 項目

主 機 関

復 発電機関 1

発電機関 2

航 発電機関 3

小計

航海速力12Kt出力785Kw
補機航海時負荷率50弘
第六十八花咲丸（195トン）

出力 燃油消費率際油消費量
kW g/kW・h kl 

785 184 0.168 

120 193 0.027 

120 193 0.027 。 。0.000 
0.222 

航海速力10Kt出力500Kw
補機航海時負荷率75首
第六十八花咲丸（195トン）

出力 燃油消費率様油消費量
kW g/kW・h kl 

500 193 0.112 

180 187 0.039 

180 187 0.039 

600 186 0.130 

0.320 

航海速力12Kt出力785Kw
補機航海時負荷率50見
第六十八花咲丸（195トン）

出力 燃油消費率際油消費量
kW g/kW・h kl 

785 184 0.168 

120 193 0.027 

120 193 0.027 。 。0.000 
0.222 

取組記号 B

航海速力12Kt出力685Kw

補機航海時負荷率56目
改革船（199トン）

出力 燃油消費率螺油消費量
kW g/kW・h kl 

685 208 0.166 。 。0.000 
180 209 0.044 

0.209 

航海速力10Kt出力400Kw
補機航海時負荷率90首
改革船（199トン）

出力 燃油消費率燃油消費量
kW g/kW・h kl 

400 222 0.103 

288 201 0.067 

。 。 0.000 
0.171 

航海速力12Kt出力685Kw
補機航海時負荷率56首
改革船（199トン）

出力 燃油消費率 燃油消費量
kW g/kW・h kl 

685 208 0.166 。 。0.000 
180 209 0.044 

0.209 
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取組記号 B

参考 5-4-1 第六安洋丸：燃油使用量の比較

省エネ船型及び大口径低回転プロペラ導入による効果算定

省エネ船型及び大口径低回転プロペラ導入による省エネ量は、従来船の満載状態での主機関110%負荷時で船体速力における

出力と省エネ船型の同一速力における出力の差によって算定される。

後図速力一出力曲線の示す通り、従来船では満載、船体速力12.30kt時の出力は809kWである。これに対し改革船では同一

速力を得るための出力は575kWで、その差234kW＝約29%が省エネ船型と大口径低回転プロペラによる省エネ量と算定される。

出力の推定要因として、船体要目が大きく影響するため、従来船と省エネ船の船体要目を表1に示す。

表1 船体要目比較表

項 目 従来船 改革船

船 型 従来船型 省エネ船型

総トン数 GT 199トン 199トン

全 長 OA  45.51 m 4620m 

垂線間長さ LPP 37.80m 37.98m 

。孟 B 7.50n 7.50m 

深 さ D 322m 3.55m 

満載排水量 w 577.90t 568.73t 

方形係数 Cb 0.728 0.686 

プロペラ方式 F PP/PP FPP FPP 

プロペラ直径 打1円1 295:主刊n 2950mm 

ブロペフ回転叡 min 202min 204min 
16-1 



取組記号 B

参考 5-4-2第二源栄丸：燃油使用量の比較

省エネ船型及び大口径低回転プロペラ導入による効果算定

省エネ船型及び大口径低回転プロペラ導入による省エネ量は、従来船の満載状態での主機関110%負荷時で船体速力における

出力と省エネ船型の同一速力における出力の差によって算定される。

後図速力一出力曲線の示す通り、従来船では満載、船体速力12.OOkt時の出力は740kWである。これに対し改革船では同一

速力を得るための出力は545kWで、その差195kW＝約26%が省エネ船型と大口径低回転プロペラによる省エネ量と算定される。

出力の推定要因として、船体要目が大きく影響するため、従来船と省エネ船の船体要自を表1に示す。

表1 船体要目比較表

項 目 従来船 改革船

船 型 従来船型 省エネ船型

総トン霊長 GT  198トン 199トン

全 長 OA  42.22m 46.20m 

垂線間長さ LPP 35.54m 37.98m 

。亘 B 6.80n 7.50m 

深 さ D 2.85m 3.55m 

満載排水量 w 505.00t 568.73t 

方形係数 Cb 0.712 0.686 

プロペラ方式 F PP/PP FPP FPP 

プロペラ直径 m什1 26αJrm 2950mm 

プロペラ回転数 行li n 203min 204min 
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参考 5-4-3第六十八花咲丸：燃油使用量の比較

省エネ船型及び大口径低回転プロペラ導入による効果算定

取組記号 B

省エネ船型及び大口径低回転プロペラ導入による省エネ量は、従来船の満載状態での主機関110%負荷時で船体速力における

出力と省エネ船型の同一速力における出力の差によって算定される。

後図速力一出力曲線の示す通り、従来船では満載、船体速力12.OOkt時の出力は785kWである。これに対し計画船では同一

速力を得るための出力は685kWで、その差100kW＝約13%が省エネ船型と大口径低回転プロペラによる省エネ量と算定される。

出力の推定要因として、船体要目が大きく影響するため、従来船と省エネ船の船体要目を表1に示す。

表1 船体要邑比較表

項 目 従来船 計画船

船 型 従来船型 省エネ船型

総トン数 GT 195トン 199トン

全 長 OA 43.04m 46.36m 

霊線間長さ LPP 34.98m 38.00m 

。冨 B 6.60m 7.50m 

深 さ 。 2.86m (3.16) 3.40m (3.25) 

満載排水量 w 427.92t 584.09t 

方形係叡 Cb 0.706 0.671 

プロペフ方式 FPP/CPP FPP FPP 

プロペフ直径 作1m 2450mm 約2950mm

プロペラ回転叡 打1i n 227min 190min 
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参考 5-5ー1第六安洋丸：慮油使用量の比較

。省エネ船型及び大口径プロペラの採用

取組記号 B

「第六安洋丸199トン＝争改革船199トン」

SPEED POWER CURVE 

15凹

14帥

13帥

12即

日田

10回

開O

E醐
= 700 
同
曲0

500 

400 

却0

200 

100 

。

唱巳

9 10 11 12 13 14 15 16 17 
v.匹。

来上記表の算出根拠

第六安洋丸

主機関の燃料消費量は、固定ピッチプロペラによる推進カ主主雄前油圧ポンプ駆動による負荷によって

消費される。船内電源供給は、300KVAおOOKVA及び750KVAの発電捕機を1機ずつ搭載しており、航海中は、

300KVA，探索・操業中は500KVAl:750KVAの補機にて賄っている。従って主機関は、航海中、専ら推進力により

消費される。 110%品荷瞬間09kWで実績船逮l2.30Ktである．

改革船

主機関の燃料消費量は、大口径固定rνチプロペラによる推進カ』己主権前噂逮搬による油圧駆動によっ
て消費される．船内電源供給は、岨OKVA発電縮機を2機搭載しており、航海中は、同補機1機にて賄う。

従って主機関は、航海中、専ら推謹カにより消費され、パワーカープより判定L、第六安洋丸のl2.3Ktを

想定した場合、主機関出力は‘575kWである。

。第六安洋丸199トン

N03指電機関

“帰k.WX7：却>KVA
並列運転

NOL,発電機関

400k.WX SOO>KVA 

操業時使用

NOl発電機関

240k.WX3倒JKVA並列運転

固定ピッチプロペラ

一件関
m
一

耐
一
割
柵
一

で
一
括
～
λ

一

一
四
一
町
四
一
棚

互
「
｜
寸

交

転

伊

潮

時

一

号

プ
は

y

p

ス

U

F

 

U
V

量

笹

針

容

上

日
置
向

船

装

性

草

電

頼

改

発

信
。

単独運転

大口径回定ピッチプロペラ

NO！発電機関

3却lk.WX400>KVA
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参考 5-5-2第二源栄丸：蟻油使用量の比較

。省エネ船型及び大口径プロペラの採用

取組記号 B

『第二源祭丸198トン＝争改革船199トンJ

SPEED POWER CURVE 

15開

14曲

目曲

口曲

11田

10曲
" 

'io!l!aJ咽区，

捌

醐

叩
EP6ι
＝
同
600 

500 

4叩

300 

200 

100 。
9 10 11 12 13 14 15 16 17 

v.匹。

※上記表の算出根拠

第二源祭丸

主機関町燃料消費量は、画定ピッチプロペラによる推進カと主機前前圧ポンプ駆動による負荷によって

消費される．船内電源供給i士、300KVAと：450KV.A!の発電補機を1機ずつ搭載しており、航海中は、

300KVA，探索・操業中は450KVAの補機にて賄っている．従って主機関は、航海中、専ら推進Jりに上り消費される．

110%負荷時7胡kWで実績鮎漉12酷である．

改革船

主機関白燃料消費量は、高効率大口径固定ピッチプロペラによる推進カと主機前増速機による油圧駆動によっ

て消費される。船内電源供給は、400KVA発電補機を宮機搭載しており、航海中l士、同補機1機にて賄う。

従って主機関は、銃海中、専ら推進カi己主り消費され、パワーカープより判定L、第二源策丸の12胞を

想定した場合、主機関出カは、545kWである。

0第二源楽丸198トン

並列運転
N02発電機関

3印ikWX450KVA

操業時使用

6百kW

並列運転
NOl発電機関
240kWX300KVA 

固定ピッチプロペラ

0改革船199トン

発電装置容量UPによる単独交互運転で耐久住

信頼性向上 I N02発電機関
単独運転 I3却1kWX柵 KVA

電子スリップコントロール採用

単独運転｜ NOI発電機関
320kWX4制JKVA

高効率大口径回定ピッチプロペラ
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参考 5-5-3第六十八花咲丸：燃油使用量の比較

＠省エネ船型及び大口径プロペラの採用

出

lSDO 

14叩

1300 

1200 

1100 

IGJO 

側

万 700
(k¥I) "R 

)(, 

300 

揃

100 

』 』』

)f k 

4 ll 

5 10 

※上記衰の算出根提

第六十八花咲丸

I 11 
｜／ 

v 
v 

i I/ 

17≪ vレ
lノ r7 i , , I, 

ii. A開 i〆 レ｝l:J,l¥ 日，

ilITT レ ~il

'J レ，レ’レ

11 12 13 
~h （れ）

It 

主律関の慾斜泊費量は、固定ピッチプロペラによる推進カと主後前油圧ポンブ麗勤による負荷によって

消費される。船内電源供給は、3伺KVA1の発電補a震を2i鍵裕司Eしており、航海中1玄、同循復！こて賄って
いる。従って主筆闘は、航海中、専ら推進力により消費される。

11096負荷跨785kWで実績船遼12Ktである。

改革鉛

主復闘の量産科泊費量は、大口径固定ピッチプロペラによる推進力と主也前婚速.による油圧駆動によっ

て消費される．船内電源供給は、4伺KVA:発電循穫を翌後搭議しており、航海中は、同補•HIにて賄う。

従って主復関は、鉱海中、専ら推進力により消費され、パワーカーフより判定し、第六十八花咲丸の12Kt

を想定した場合、主筆関出力は、685kWである。

取組記号 B

『第六十八花咲丸195トン功改革鉛199トン』

0第六十八花咲丸195トン

~03発電機関
800kf×lOOOKVA 

操業時使用

固定ピッチプロペラ

0改革船199トン

栓列運転 :-102発電機関
240kW×300KVA 

並列運転 IXOl発ill機関
2~0k官×300KVA

発電装置容量UPによる単独交互運転で耐久性、

信頼性向上

単独運転

単独運転

大口径固定ピッチプロペラ

~02発電機関
320kf×tOOKVA 

:¥01発電機関
320k曹×lOOKVA

17-3 



－
嶋
田

告

副
議
特

H
h＃

ー
ロ
h
h
h
ム
uv

、

制
議
機
叫
帽

剖司
J
閣
l
柑

園
都
起

e
題
脳

l
札
ザ
ム
ヘ
品
川

H
相

岱
劃
掴
却
制
覇
・
掴
割

a・網

咽司
d
明
l
J出
明

自
慢
直
福
ムJ

畠
w情
緒

悶

昨
同
耳
醤

揖
』

4e咽
匪
超
現
蟻
U
4
帆
枇
山
m
M
K
掛

F
l
ω
i
ω
 
-IN' • 



咽
『
叫
幽
l
J相

剖明
d
吋
J
細
明

図
禅
起

e
瞳
幅

l
社
長
品
川

H
相

語
圏
掘
削
町
議
機
組

躍
起

e咽
匝
崩
壊
曜
日
咲
耕
鴎
川
輔
副
同
｜
＠
｜

ω
術
品
叩

白
砂
崩
器
商



阿
E

句
”

胤

V
T位
、
円
単
百
一
躍
出
ロ
リ
明

監

議

．ゐ．
f審~

語E

函
事
茸

e埠
縦
i
社
会
品
川

H
－邪

議
闇
福
心
議
端
組 幸義

古語

国

砂
崩
園
帽
民
閏

躍
起

e咽
臣
崩
壊
曜
日
長
醤
凶
作
〈
＋
《
鵬

の
ー

ω
l
m
ff • 



参考 5ー7ー1第六安洋丸：蟻油使用量の比較

OLE  D漁灯の採用

（従来船）

取組記号 B

（改革船）

従来船 ｜ 改革船

白熱，~J 1020 kW 

HID 4 .. 0 kW 

LED 69.6 kW 

175.6 kW 合計

LED（新型軽量｝

合計

58.4kW 

5&4kW 

， 

｛
司
t
r－
吋
目
句
叫

19閏 1



参考 5-7-2第二源栄丸：燃油使用量の比較

OLE  D漁灯の採用

（従来船）

従来船

（改革船

取組記号 B

れ 20111l1TI・1'1113121110 •• 1. 5・3

改輩船

I
1
J
lぺ
叫

LED 5帥 lkW 

合計 56.01 kW 

劃
一
軽
一
型
一
計

新
一
合

（
－
 

四
一
y
b

－
 

銭。lkW

56.0lkW 
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取組記号 B

参考 5-7-3第六十八花咲丸：燃油使用量の比較

OLED集魚灯の採用

（従来船） （改革船）

（従来船） （改革船）

LED 47.60 Kw (32本） LED 54.60 kW (37本）

合計 47.60 Kw 合計 54.60 Kw 
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取組記号 c
参考 6ー1-1 第六安洋丸：維持管理コストの削減

lllliEE彊
船体・主機・補機に係るコストの減 震災被害による整備費の増大 船体及び主機のメンテナンスコストの削減 11, 149千円

漁携機器に係るコスト滅
震災被害による整備費の増大 漁携機器のメンテナンスコストの削減
長寿命のLED漁灯の配備 電球の交換不要・メンテナンスコストの削減

20,019千円

【第六安洋丸 199トン 4ヶ年平均】 【改革船 199トン 5ヶ年平均】

｜①船体・主機・補機に係る掛 I ｜①船体・主機・補機に係るコスト ｜ 

船体整備費

主機整備費

補機整備費

油圧漁携機器

LED修繕費

電源装置修繕費

A：合計①＋②

7,209干円

〉 …千円

6,799干円

J 16,028'fPl 
51,688干円

船体整備費

主機整備費

補機整備費

6,480干円

5,832千円

5,400千円

｜②漁携機器に係る掛減 ｜ 

油圧漁傍機器

II 

2,160千円

LED修繕費 324千円

電源装置修繕費 ｜｜ 324千円

B：合計①＋② JL 20,520千円
l__ 
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参考 6-1-2第二源栄丸：維持管理コストの削減

取組記号 c

-
船体・主機・補機に係るコストの減

漁携機器に係るコスト減

震災被害による整備費の増大 船体及び主機のメンテナンスコストの削減 24,658千円

震災被害による整備費の増大 漁携機器のメンテナンスコストの削減
長寿命のLED漁灯の配備 電球の交換不要・メンテナンスコストの削減

【第二源栄丸 198トン 6ヶ年平均】

｜①船体・主機・補機に係る時

船体整備費

主機整備費

補機整備費
下
」

22,494千円

19,876千円

｜②漁携機器に係る掛滅

油圧漁携機器

LED修繕費

電源装置修繕費

A；合計①＋②

7,330千円

466千円

435干円

50,601干円

【改革船 199トン 5ヶ年平均】

5,423千円

①船体・主機・補機に係るコスト ｜ 
船体整備費

主機整備費

補機整備費

6,480千円

5,832千円

5,400千円

｜②漁携機器に係る功滅

油圧漁携機器

LED修繕費

電源装置修繕費

2,160干円

324千円

324千円

B：合計①＋② 20,520千円
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取組記号 C

参考 6ー1-3第六十八花咲丸：維持管理コストの削減

..  圃
船体・主機・補機に係るコストの減 震災被害による整備費の増大 船体及び主機のメンテナンスコストの削減 18,332千円

漁携機器に係るコスト減
震災被害による整備費の増大 漁掛機器のメンテナンスコストの削減
長寿命のLED漁灯の配備 電球の交換不要・メンテナンスコストの削減

【第六十八花咲丸 195トン 6ヶ年平均】 【改革船 199トン 5ヶ年平均】

l①船体・主機・補機に係る掛 ｜ ｜①船体・主機轍に係る掛 i 

船体整備費

主機整備費

補機整備費

油圧漁携機器

LED修繕費

電源装置修繕費

A：合計①＋②

19,285千円

10,531干円

6,228干円

船体整備費

主機整備費

補機整備費

6,480干円

5,832干円

5,400干円

｜②漁携機器に係る掛減 i 

5,856千円

402千円

74千円

42,376千円

油圧漁傍機器

LED修繕費

電源装置修繕費

B：合計①＋②

[ l : ', ;/ );・.;,(.・] :J1/<i ] 

2,160干円

324千円

324干円

20,520千円
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参考7漁船の安全性の確保

0 二重パラストタンクの設置による安全性の向上

O 復原性の改善による安全性の向上

二重パラストタンクの設置

取組記号 D

船が傾斜している場合、復原力が大きく損失して危険なため、パラスト調整で傾斜の改善を図る

①出航時（魚鎗に漁獲物なし）

↓晦~↑
重心が船尾にあるため、

船尾→船首方向での

トリム調整が必要

②操業時

幅方向及び縦方向の

↑ ~~＇！.~，5~·；~ため
バラスト調整が必要

③帰港時（魚鎗に漁獲物を積載）

重心が船首にあるため、

船首→船尾方向での

トリム調整が必要

改革船199トンは魚鎗下と船尾側の2箇所に二重のバ
ラストタンクを配置し、安全性の向上を図る

※各バラストタンクには独立したポンプを設置するとと

もに、操舵室で各ポンプの操作ができるようにして、
状況変化に応じた迅速なバラスト調整を可能とする

｜従来船は1箇所のパラストタンクと機関室でのバルブ操作 l
Hこよる燃料移送の併用でバラスト調整 ｜ 
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参考 8-1-1 第六安洋丸：労働環境の向上

0 ILO基準に準拠した船内居住環境の確保
O 洋上での漁灯交換作業の削減等の軽労化

船内居住環境の改善

第六安洋丸199トン 改革船199トン

プライベート空間なし 複数寝台に引戸を新設

室内高さ
1.750 1.800 ～1.850 

(m) 

1.800 × 0.600 
寝台

1.900 × 0.680 
(m) 

居住環境面積
44.65 一 (ni) 

1－『h

〉ーー

一

，田園・... ・『

L 。
準
拠

、園圃園園..... 

取組記号 E

藍童生
0 LED漁灯の採用＝今電球の交換作業不要
0 網揚げ作業に係る省力化機械を新規に設置

ー船首甲板上にサイド
ローラーを設置

上甲板上にミニボールロー
ラー（網捌機）を設置

0 補機数の削減（3台今2台）
補機2台分の操作及び維持管理当作業不要
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参考 8-1-2第二源栄丸：労働環境の向上

0 ILO基準に準拠した船内居住環境の確保
O 洋上での漁灯交換作業の削減等の軽労化

船内居住環境の改善

第二源栄丸198トン 改革船199トン

プライベート空間なし 複数寝台に引戸を新設

室内高さ
1.710 1.800 ～1.850 

(m) 

1.800 × 0.600 
寝台

1.900 × 0.680 
(m) 

居住環境面積
44.65 

(m2) 

一

〉ーー

一－

，’ー・・ー・『

し。
準
拠

、ー・回--oi

取組記号 E

藍差生

0 LED漁灯の採用＝今電球の交換作業不要
0 網揚げ作業に係る省力化機械を新規に設置

船首甲板上にサイド

ローラーを設置
上甲板上にミニボールロー
ラー（網捌機）を設置
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参考 8ー1-3第六十八花咲丸：労働環境の向上

0 ILO基準に準拠した船内居住環境の確保
O 洋上での漁灯交換作業の削減等の軽労化

船内居住環境の改善

第六十八花咲丸195トン 改革船199トン

プライベート空間なし 複数寝台に引戸を新設

室内高さ
1.750 1.800 ～ 1.850 

(m) 

1.800 × 0.600 
寝台

1.900 × 0.680 
(m) 

居住環境面積
44.65 一

(ni) 

一
~’『

し
ョ，ーー
。
準
拠

、－

ー

取組記号 E

軽童生
0 LED漁灯の採用＝今電球の交換作業不要
0 網揚げ作業に係る省力化機械を新規に設置

船首甲板上にサイド

ローラーを設置
上甲板上にミニボールロー
ラー（網捌機）を設置

0 補機数の削減（3台今2台）
補機2台分の操作及び維持管理＝争作業不要
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取組記号 E
参考 8-2ー1第六安洋丸：労働環境の向上

乗組員の労働環境の改善

1.趣旨
従来船では、乗組員1人当たりの寝室床面積が1.19m2以下で、居住区に空調設備が無い。改革船では、寝室の拡充

(ILO基準の一部準用）居住区に空調（冷暖房）を設計するなど、労働環境改善を図り健康管理、労働意欲の向上並びに

将来の担い手の確保を図る。

1. 75m 

1. 19m2／人以下
1. 80m～ 1. 85m 
1. 50m2／人以上

従来船居住区高さ

寝室面積

寝台寸法

船員室

1. 80m×0. 60m 

1人室×3 2人室×6

改革船居住区高さ

寝室面積

寝台寸法

船員室

1. 90m×0. 68m (ILO基準を準用）

1人室×4 2人室×2
4人室×1

定員 19名

4.効果

定員
4人室×3 （全室上甲板上）
20名

労働環境が改善されることで、乗組員の健康管理の改善、労働意欲の向上、文将来の担い手の確保が図られる。
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参考 8-2-2第二源栄丸：労働環境の向上

乗組員の労働環境の改善

1.趣旨

取組記号 E

従来船では、乗組員1人当たりの寝室床面積が1.19m2以下で、居住区に空調設備が無い。改革船では、寝室の拡充

(ILO基準の一部準用）居住区に空調（冷暖房）を設計するなど、労働環境改善を図り健康管理、労働意欲の向上並びに

将来の担い手の確保を図る。

従来船居住区高さ

寝室面積

寝台寸法

船員室

定員

4.効果

1. 71m 

1. 19m2／人以下

1. 80m×0. 60m 

4人室×1 8人室×2

20名

改革船居住区高さ

寝室面積

寝台寸法

船員室

定員

1. 80m～ 1. 85m 

1. 50m2／人以上

1. 90m×0. 68m (ILO基準を準用）

1人室×6 2人室×2
4人室×1 6人室×1（全室上甲板上）
20名

労働環境が改善されることで、乗組員の健康管理の改善、労働意欲の向上、文将来の担い手の確保が図られる。
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取組記号 E
参考 8-2-3第六十八花咲丸：労働環境の向上

乗組員の労働環境の改善

1.趣旨
従来船では、乗組員1人当たりの寝室床面積が1.18m2以下で、居住区に空調設備が無い。改革船では、寝室の拡充

(ILO基準の一部準用）居住区に空調（冷暖房）を設計するなど、労働環境改善を図り健康管理、労働意欲の向上並びに
将来の担い手の確保を図る。

従来船居住区高さ 1. 75m 改革船居住区高さ 1. 80m～1. 85m 
寝室面積 1. 18m2／人以下 寝室面積 1. 50m2／人以上

寝台寸法 1. 80m×0. 60m 寝台寸法 1. 90m×0. 68m (ILO基準を準用）

船員室 2人室×1 3人室×1 船員室 1人室×4 2人室×3

4人室×1 10人室×1 4人室×2 （全室上甲板上）
定員 19名 定員 18名

4.効果
労働環境が改善されることで、乗組員の健康管理の改善、労働意欲の向上、文将来の担い手の確保が図られる。
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参考 9-1 資源への配慮

サンマ資源状況

（千トン）

500 

450 

400 

350 

300 

250 

200 

-－τ＇AC－ーーーー情”ー・”ー←ー・ー一一

150 幽－－・－ーー町ーサンマ漁獲量－情”ーーー

100 

so 」 ー『一一昨

。
H21 H22 H23 H24 H25 H26 

取組記号 F

生物学的にサンマ資源の持続的な利用が
担保された上での操業

Z4 



参考 9-2資源への配慮

0 TAC制度

基本計画策定

rii策萄歪’l
~ および
i資源評価；

I 漁業の経営 I 
； その他の社会的
； 経済的要因 ， 』，＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿... 

F’－－－－－－， ！パブリツク 1
I コメント

＂－－－－－－－~ 

TACの決定

諮
問

生
Eヨ

申

｜犠策｜

大臣管理分
圃圃圃圃園田園

配分

漁業者

（協定に基づき
計画的に操業）

取組記号 F

採捕数量の報告

助言・指導等

大

臣

Z5 



参考10ー1高付加価値サンマの生産

0 サンマの船上箱詰を実施
0 船上凍結サンマを生産（フ、ロック凍結）

サンマが漁獲されてからの流通経路

一

』
W

E

－

－

－
 

－
h
h

h
｝

－
 

j
 j
 

j
 
－

Y
十

－

！
 

一

λ
2
園

町
吋
温
四
J

E

：
 

－

i

，
i

，
』
冨
同

園

一

E

・
H

召
i

－

－
h
司
一、

哩

ー‘
－

漁

獲

改革船199トン

（船上箱詰・船上凍結）

JJく
航送 、｜揚

（魚鎗で冷却】 ｜取
引

航送

航送

（選別・凍結）

加工場

｜選別・箱詰｜

水
揚
・ 一

崎
司
ι

一

司

烹
伶
i

i

一
一

取
引

（水揚当日）

水
揚
・

（水揚当日）

取
引

取組記号 G

画百
一
圃
E
E

－B

－－－－－－－－－
v

圃

一
喝
司
y

一

－T
必暗

n

－（水揚翌日以降）

合
同一
戸
保

一

一凍

一

一冷

一

醸量L

曜調盤巴
（水揚翌日以降の鮮度）

（漁獲時の鮮度を維持）

Z6 



参考10-2高付加価値サンマの生産

（船上箱詰サンマ製造工程）

｜②初期冷却｜

①

漁

獲 。

｜④魚箱の準備 ｜

氷冷水タンクにて初期冷却

Eキ
向
一吋
一均
一吋

取組記号 G

。
仁三 未選別のサンマ加手時1：：~＂）7:.A＇別に
タンクから篭に入れる 選別されたサンマ

｜⑤箱詰め｜ 時
さんま

準備室船尾側から積載

魚箱に冷水・氷を入れる

※労働安全性の確保のため、海況が悪いときには生産しない

Z守



参考10-3高付加価値サンマの生産 ⑫ 

〈さんま棒受網操業時（網揚）における配置〉

① ②  

取組記号 G

サイドローラー

【通常操業】
①探照灯、網揚げ②力ン巻、ミニボールローラー、サイドローラー操作③サイドローラー操作④ミニボールローラー操作
⑤⑥網揚げ作業⑦中央向竹巻⑧探照灯、網揚げ⑨探照灯、網揚げ⑩ミニボール操作⑪サイドローラー操作
⑫カン巻、けた巻⑬ミニボール操作⑭探照灯、網揚げ⑮⑩魚槍内氷搬出作業⑪操船

｜船上箱詰、ブロック凍結の作業体制に入るときは鈎⑨が準備室にて作業を行う｜

準
備
室

凍
結
室

＊写真はイメージ ＊写真はイメージ 28 



参考11 生産段階における衛生管理

0 生産段階品質管理ガイドラインに準拠
O 海水滅菌装置の搭載

取組記号 H

高度衛生管理に対応した新魚市場の整備 i I . 流通加工段階だけでなく、生産段階からの

輸出も視野に入れた東北最大級の加工基盤の整備 J F 継ぎ目のない衛生管理体制の確保

（生産段階品質管理ガイドラインに準拠）

0生産段階品質管理ガイドラインとは

生産段階から流通・加工に至る総合的な品質管理体制を構
築し、漁獲物の品質・衛生管理の高度化を推進することを目的
に、（社）大日本水産会・（社）海洋水産システム協会により作成

0取組内容

漁船の構造設備や衛生管理の他、船
内作業や漁獲物を氷蔵する場合の取扱
い等について

・作業用器具、道具の滅菌海水洗浄
－漁獲後の速やかなる保冷、凍結処理の厳守
・漁獲物の滞留時間の短縮
－有害物質の船内持ち込み禁止
－清潔な着衣、ゴム長靴、合羽、ゴム手袋等
・魚鎗投入海水に滅菌海水を使用 等

生産段階品質管理
ガイドライン
さん＂＇＂隻倶通 Jll・

低温込A'lf.8 ~；陸．．

竃鋼抽A調院，:a:t~，.£.1勘．

（海水滅菌装置の搭載）

海水滅菌装置を装備し、冷水及び魚鰭水氷用海水を滅菌
投入し、高度衛生管理出荷を行う

海水滅菌装置（紫外線式）

29 



取組記号 I
高付加価値サンマの流通参考12-1

既存の流通系統を活用し、商品特性にあった高付加価値サンマ流通の開拓． 
気仙沼・女川のサンマの知名度向上

商
品
開
発

消費者に直接

宅配便にて販売

全国各都市荷受卸業務、
宮城県卸業務関係者等
ホテル、スーパー店舗、

居酒屋、料理店

販
路
開
拓

30 

海外市場

ニ
ー
ズ
調
査

地元の寿司店等
居酒屋、料理店、ホテル、

魚屋店舗、スーパー店舗

販売

宮城県の鮮魚出荷業者

漉結晶
・加工原料

缶詰、その他加工用とし
て加工業者

販売

． 
販売地元の魚屋・ス－ 0 

－→砂｜鮮魚出荷業者
船上箱詰
ブロック凍結 買

付、~

ε~_i:­
，.－...；；ミ＝こさJナF -

加
工

宮城県の冷凍冷蔵加工業者

水揚

魚膳内保冷

~＂＂－ミここ：：－ J'.'"'"

，.－－＝之ここ三F

魚鎗改良や

海水滅菌装
置の搭載に
より高鮮度



参考12-2高付加価値サンマの流通
取組記号 I

船上箱詰サンマの流通計画

気
仙
沼
・

自I ・I鮮魚出荷業者
魚
市
場

｜各種産直がント｜
、－.；＇

I 全国各地荷受ホテルスーパー ｜ 
個々の流通チャンネルを活用

31 



参考13ー1流通段階における衛生管理
取組記号 J

気仙沼市魚市場聾備
北日本最高位の水掲げ目標に掲げ、密閉型低温売場を有した高度衛生管理

対応型の魚市場として再整備し、水産業の復興と活性化を図る。

【整備方針案】

(1）施設整備（ハード）部分の取り組み

①閉鎖型荷捌所，低温売場，排水処理施設の整備
当高度衛生管理による気仙沼ブランドの確立

②荷捌所の拡張，トラックヤードの整備
＝令荷捌き作業の効率化による流通・販路の拡大

③水産振興センター，貸し事務所の整備

司船員の福利厚生の向上による漁船誘致
④クッキングスめ．オ，見学スヘ．ース，展望デッキの整備
＝争観光客誘致による魚食普及の推進
⑤避難場所，防災備蓄倉庫の整備
＝令津波対策にも配慮

(2）ソフトの部分の取り組み

①高度衛生管理実施体制の構築
②トレーサピリティの導入を検討
③HACCPの取得を検討

く~
高度衛生管理の確立により、対米や対EUへの輸出等，販路
拡大の可能性

【事業の進捗状況と今後のλ守シ．ユール】

H24年度 計画策定，各種設計業務の発注

H25年度 計画策定，都市計画決定

H26・27年度用地取得，臨港道路工事，浄化施設建設工事

H27・28年度 C・D,E棟建設工事，トラックヤード工事

32 



取組記号 J
参考13-2 流通段階における衛生管理

~E~~~~ll1：~￥！ウヘ~ -, I 
主温三ぷ l ’ ＂'.i.~_--;.: I 

本州2位のサンマの水揚げと、全国1位であったギンサケの水揚げが維

持できるよう、将来につながる高度衛生管理対応型の魚市場として再整

備し、水産業の復興と活性化を図る。

【整備方針案】

(1)施設整備（ハー阿部分の取り組み

①衛生管理型荷捌所，殺菌冷海水供給施設の整備

＝今 衛生管理による安全・安心な水産物の提供

②荷捌所の拡張，流通勤線の整理，自動選別機の導入

時 荷捌き作業の効率化による鮮度保持・単価7ップ

③水産振興センター，貸事務所の整備

司船員の福利厚生の向上による漁船誘致

④水産加工開放実験室の整備

＝今 新製品の開発による新たな販路開拓・需要拡大

⑤見学スペース，レストランの整備

訪観光客誘致による魚食普及の推進

(2）ソフトの部分の取り組み

①高度衛生管理実施体制の構築

②トレーサビリティの導入

③衛生管理と鮮度管理を優先した水産物の取り扱い

斗ご1:-
衛生管理の確立により、対米や対EU輸出の水産物基準

を満足する販路拡大を可能とする。

【事業の進捗状況と今後のスケジュール】

H25年度 東荷捌場設計

H26年度 東荷捌場建設

中央・西・管理棟基本計画・基本設計

H26・27年度 中央・西・管理棟実施設計

多様な発注方式の採用

H27・28年度 中央・西・管理棟建設
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参考14ー1第六安洋丸：漁業経営の展望

0 償却前利益（復興計画1～5年目の平均）は、61433千円 、次世代建造は十分可能

（収入）

0高付加価値サンマの生産

｜船上箱詰サンマ及び凍結サンマ（ブロック） ｜

0生鮮サンマの需要が高く、大型魚体の漁獲が見込まれる、8月～9月に高付加価値の生鮮サンマを生産
010月～11月に高付加価値の加工用サンマとしての冷凍サンマ（ブロック）を生産し、直売につなげる0
・船上箱詰（生鮮） 300箱×1,250円／箱（4kg) 375千円
・ブロック凍結（船上） 400箱×1,750円／箱（7.Skg) 700干円
・魚鎗保管鮮魚 2,715.80トン 127.12円Ikg 345,232千円

（経費）
／ ー－

O人件費
第六安洋丸は17名体制であるが、改革船においても17名体制を取る。機械化により軽労化に務め、文、労働環境の
改善向上化を図り雇用確保に万全を期す。

0燃料費
補機の削減及び省エネ整備導入等により、コスト削減を図るが、近年の漁場遠方化による航走距離の大幅な増加。文、
気仙沼市の復興促進に寄与するために出来るだけ気仙沼港に水揚を計画している。入港時間等に余裕があれば減速航走
に努め、燃油使用量の削減に努める。

年間平均使用量 564.03kl当改革船使用料 465.42kl 17.5%削減

0修繕費

第六安洋丸は震災の影響により、船体及び主機・補機関はじめ漁携機器等の修理に多額の費用を要しており、維持管理
費が増大になった。改革船を新造することにより修繕費を大幅に削減する事が出来る。
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参考14-2第二源栄丸：漁業経営の展望

0 償却前利益（復興計画1～5年目の平均）は、53,139千円 、次世代建造は十分可能

（収入）

0高付加価値サンマの生産

！船上箱詰サンマ及び凍結サンマ（ブロック） I 
0生鮮サンマの需要が高く、大型魚体の漁獲が見込まれる、8月～9月に高付加価値の生鮮サンマを生産
010月～11月に高付加価値の加工用サンマとしての冷凍サンマ（ブロック）を生産し、直売につなげる0
・船上箱詰（生鮮） 500箱×3,000円／箱（lOkg) 1,500千円
・ブロック凍結（船上） 1,500箱×1,800円／箱（7.Skg) 2,700千円

・魚鎗保管鮮魚 2,543.8トン 131.83円Ikg 335,349千円

（経費）
／ ー－

O人件費
第二源栄丸は17名体制であるが、改革船においても17名体制を取る。機械化により軽労化に務め、文、労働環境の
改善向上化を図り雇用確保に万全を期す。

0燃料費

補機の削減及び省エネ整備導入等により、コスト削減を図るが、近年の漁場遠方化による航走距離の大幅な増加。文、
女川町の復興促進に寄与するために出来るだけ女川港に水揚を計画している。入港時間等に余裕があれば減速航走に
努め、燃油使用量の削減に努める。

年間平均使用量 526.94kl功改革船使用料 435.35kl 17.4%削減

0修繕費

第二源栄丸は震災の影響により、船体及び主機・補機関はじめ漁揚機器等の修理に多額の費用を要しており、維持管理
費が増大になった。改革船を新造することにより修繕費を大幅に削減する事が出来る。
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参考14-3第六十八花咲丸：漁業経営の展望

0 償却前利益（復興計画1～5年目の平均）は、52,037千円 、次世代建造は十分可能

（収入）

0高付加価値サンマの生産

｜船上箱詰サンマ及び凍結サンマ（ブロック）｜

0生鮮サンマの需要が高く、大型魚体の漁獲が見込まれる、8月～9月に高付加価値の生鮮サンマを生産
010月～11月に高付加価値の加工用サンマとしての冷凍サンマ（ブロック）を生産し、直売につなげる0
・船上箱詰（生鮮） 490箱×1,296円／箱（4kg) 635干円
・ブロック凍結（船上） 1,000箱×1,944円／箱（7.Skg) 1,944千円
・魚膳保管鮮魚 2,550.5トン 126.27円Ikg 322,052千円

（経費）
／戸ー一一

O人件費
第六十八花咲丸は17名体制であるが、改革船においても17名体制を取る。機械化により軽労化に務め、文、労働環境
の改善向上化を図り雇用確保に万全を期す。

0燃料費

補機の削減及び省エネ整備導入等により、コスト削減を図るが、近年の漁場遠方化による航走距離の大幅な増加。又、
女川町の復興促進に寄与するために出来るだけ女川港に水揚を計画している。入港時間等に余裕があれば減速航走に
努め、燃油使用量の削減に努める。

年間平均使用量 592.53kl弓改革船使用料 483.54kl 18.4%削減

0修繕費

第六十八花咲丸は震災の影響により、船体及び主機・補機関はじめ漁携機器等の修理に多額の費用を要しており、維持
管理費が増大になった。改革船を新造することにより修繕費を大幅に削減する事が出来る。
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参考15

エネルギー使用合理化等事業者支援補助金
平成27年度予算案額 410.0億円（410.0億円）
｜ 事業の内容

事業目的・概要

・工場・事業場等における高効率設備・システムへの入替や製造プロセス

の改善等の改修により省エネや電力ピーク対策を行う際に必要となる費

用を補助します。

・エネルギー管理支援ザーピス事業者を活用した更なる省エネの取締や

電力のピーク対策についても支援します。

・さらに、工場閣で一体となった省エネの取組についても支援の対象としま

す。

成栗田撮

・平成10年からの事業であり、申講時に計画された省エネ量が実績値と
しても100%を超えて確実に達成されることにより、事業者等におりるエ
ネルギーコストの削減を目指します。

※省エネルギー小委員会での中間的整理（案） （平成26年12月25日）
も踏まえつつ、効果的な支援のあり方について検討を行います。

条件｛対象者、対象行為、補助率等）

補助 補助 （1/2,1/3)
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・ 補助対象者
全業種、事業活動を営んでいる法人及び個人事業主

・ 補助率
①省主ネ設備導入、電力ピーク対策、工場間で一体となった省エネの聯呂1/3以内
＠エネマネ事業者を活用した夢柴1/2以内
※ヱネマネ事量障者：エネルギー管理Rllザービスを通じて工湯・穆策寝耳事の省エネルギー事覇障を

支慢する司臣賞障者．

国
一
回
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